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第1 総則 

 要求水準書の位置付け 

本要求水準書は、宇部市（以下「市」という。）が「宇部市新火葬場整備運営事業（以下「本

事業」という。）」を実施する民間事業者（以下「事業者」という。）を募集及び選定するにあ

たり、本事業に参加しようとする者を対象に公表する「入札説明書」と一体のものであり、本

事業の「施設整備業務」「維持管理業務」「運営業務」について、市が事業者に要求するサービ

ス水準を示すとともに、本事業に参加する事業者の提案に具体的な指針を示すものである。 

応募者は要求水準として具体的な仕様のある内容については、これを遵守して提案を行うこ

ととし、要求水準として具体的な仕様が規定されていない内容については、積極的に創意工夫

を発揮した提案を行うものとする。 

 

 本事業の目的 

宇部市火葬場は、供用開始から 58 年以上が経過し、建物・設備の老朽化が進行している。 

また、市の人口は減少傾向にある一方で高齢者数は増加傾向にある。今後もその傾向は続く

ことが見込まれ、火葬需要は増え続けていくことが予想される。 

そこで、今後訪れることが予想される火葬需要のピーク時に、安定した運営が実現できるよ

う、宇部市新火葬場の建設が求められている。 

本事業は、宇部市新火葬場建設基本計画の内容を踏まえて実施するものとし、新たな施設の

設計、建設、維持管理、運営について、事業者の創意工夫を活用することにより財政負担の縮

減及び公共サービスの水準の向上を図ることを目的とし実施するものである。なお、本事業の

実施に際しては、地元企業の積極的な参画と、地域経済への貢献について大いに期待するもの

である。 

 

 事業概要 

(1) 事業名 

宇部市新火葬場整備運営事業 

 

(2) 事業内容 

本事業は、事業用地内に市の所有となる火葬場の整備を行い、施設の維持管理・運営を行う

ものである。 

 

ア 施設整備業務 

(ア) 事前調査業務 

(イ) 設計業務 

(ウ) 建設業務 

(エ) 備品等整備業務 

(オ) 工事監理業務 

(カ) 環境保全対策業務 

(キ) 各種申請等業務 

(ク) 稼働準備業務 

(ケ) その他施設整備上必要な業務 

 



2 

イ 維持管理業務 

(ア) 建築物保守管理業務 

(イ) 建築付帯設備保守管理業務 

(ウ) 火葬炉保守管理業務 

(エ) 植栽・外構等維持管理業務 

(オ) 清掃業務 

(カ) 環境衛生管理業務 

(キ) 備品等管理業務 

(ク) 警備業務 

(ケ) 残骨灰、集じん灰等の管理及び処理業務 

(コ) 合葬式埋蔵施設（合同墓）保守管理業務 

(サ) 事業終了時の引継ぎ業務 

 

ウ 運営業務 

(ア) 予約受付業務 

(イ) 利用者受付業務 

(ウ) 告別業務 

(エ) 収骨業務 

(オ) 火葬炉運転業務 

(カ) 待合個室関連業務 

(キ) 合葬式埋蔵施設（合同墓）運営業務 

(ク) その他運営上必要な業務 

 

(3) 事業方式 

本事業は、ＰＦＩ法に準じて、本施設の設計、建設、維持管理及び運営を一体的に行うＤＢ

Ｏ方式（ＳＰＣ設立任意）により実施する。 

 

(4) 事業スケジュール 

事業スケジュール（予定）は、下表のとおりとする。 

 

令和６年10月 落札者の決定 

令和６年10月 基本協定の締結 

令和６年11月 仮契約の締結 

令和６年12月 契約議案の議会議決 

令和６年12月 事業契約の締結 

令和７年１月～令和10年２月 本施設の設計・建設（約３年２か月） 

令和10年３月～令和30年３月 本施設の維持管理・運営（約20年間） 
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 適用法令・基準 

本事業の実施に当たっては、次に示す関係法令・条例等を遵守するとともに、各種基準、指

針等についても本事業の要求水準と照らし合わせて参考にすること。なお、いずれも事業契約

締結時点での最新版を遵守すること。また、関係法令に基づく許認可等が必要な場合は、事業

者がその許認可を取得するものとする。 

(1) 適用法令等 

 墓地、埋葬等に関する法律（以下「墓埋法」という。） 

 建築基準法 

 建設業法 

 消防法 

 都市計画法 

 景観法 

 電気事業法 

 電気設備に関する技術基準を定める省令 

 水質汚濁防止法 

 大気汚染防止法 

 土壌汚染対策法 

 悪臭防止法 

 廃棄物の処理及び清掃に関する法律 

 騒音規制法 

 振動規制法 

 労働安全衛生法 

 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律 

 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律 

 健康増進法 

 地方自治法 

 労働基準法 

 建築物における衛生的環境の確保に関する法律 

 警備業法 

 危険物の規制に関する政令 

 火葬場から排出されるダイオキシン類削減対策指針 

 エネルギーの使用の合理化等に関する法律 

 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律 

 脱炭素社会の実現に資する等のための建築物等における木材の利用の促進に関する法律 

 最低賃金法 

 屋外広告物法 

 文化財保護法 

 環境基本法 

 森林法 

 高圧ガス保安法 

 ガス事業法 

 水道法 

 浄化槽法 

 道路法 
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 駐車場法 

 民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律 

 ダイオキシン類対策特別措置法 

 都市再生特別措置法 

 都市公園法 

 山口県建築基準条例 

 山口県福祉のまちづくり条例 

 山口県屋外広告物条例 

 山口県景観条例 

 山口県環境基本条例 

 山口県公害防止条例 

 山口県行政手続条例 

 山口県情報公開条例 

 公共建築物等における木材の利用促進に関する基本方針（山口県） 

 宇部市公共建築物等における木材の利用促進に関する基本方針 

 宇部市火葬場条例 

 宇部市墓地等の経営の許可等に関する条例 

 宇部・山陽小野田消防組合火災予防条例 

 宇部市水道条例 

 宇部市下水道条例 

 宇部市環境保全条例 

 宇部市都市公園条例 

 宇部市建築基準法施行細則 

 宇部市個人情報保護法施行条例 

 その他、本事業の業務に関する関係法令等 

 

(2) 設計基準、仕様書等 

国土交通省（又は建設省）大臣官房官庁営繕部監修、(一社)公共建築協会編集の次に掲げる

基準等（いずれも最新版） 

 官庁施設の基本的性能基準及び同解説 

 建築設計基準及び同解説 

 建築構造設計基準及び同解説 

 建築設備設計基準 

 建築設備計画基準・同要領 

 公共建築工事標準仕様書（建築工事編）  

 公共建築工事標準仕様書（電気設備工事編） 

 公共建築工事標準仕様書（機械設備工事編） 

 建築工事標準詳細図 

 公共建築設備工事標準図（電気設備工事編） 

 公共建築設備工事標準図（機械設備工事編） 

 建築工事安全施工技術指針・同解説 

 建築工事監理指針 

 電気設備工事監理指針 

 機械設備工事監理指針 
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 官庁施設の総合耐震・対津波計画基準及び同解説 

 排水再利用・雨水利用システム計画基準・同解説 

 建築保全業務共通仕様書及び同解説 

 土木工事共通仕様書 

 山口県福祉のまちづくり条例設計マニュアル 

 火葬場の建設・維持管理マニュアル 改訂新版（日本環境斎苑協会） 

 火葬炉設備の選定に係るガイドラインの作成に関する研究（厚生行政科学研究） 

 悪臭防止法に基づく規制地域の指定及び規制基準の設定 

 火葬場から排出されるダイオキシン類削減対策指針（火葬場から排出されるダイオキシ

ン削減対策検討会） 

 宇部市新火葬場建設基本計画（令和 5 年 3 月） 

 その他、本事業の業務に関する設計基準、仕様書等 

 

 要求水準の変更 

(1) 要求水準の変更事由 

市は、次の事由により、事業期間中に要求水準を変更する場合がある。 

ア 法令等の変更により、業務内容が著しく変更されるとき。 

イ 災害や事故等により、特別な業務内容が常時必要なとき、又は業務内容が著しく変更され

るとき。 

ウ 市の事由により、業務内容の変更が必要なとき。 

エ その他業務内容の変更が必要と認められるとき。 

 

(2) 要求水準の変更手続き 

ア 市は、要求水準を変更する場合、事前に事業者に通知する。 

イ 要求水準の変更に伴い、事業者に支払う委託費を含め、事業契約書の変更が必要となる場

合は、必要な契約変更を行うものとする。 

 

 事業期間終了時の要求水準 

(1) 事業者は、事業期間終了時において、施設（予約システムを含む。）の全てが本要求水準書で

提示した性能及び機能を発揮でき、著しい損傷がない状態で市へ引継ぎできるようにするこ

と。ただし、性能及び機能を確保することができる限り、経年による劣化は許容するものと

する。 

 

(2) 事業期間終了時の建物（建築物、建築付帯設備）については、概ね２年以内の修繕（「建築物

修繕措置判定手法（建設大臣官房官庁営繕部監修）」の大規模修繕に関する記述に準ずるも

のとする。）又は更新を必要としないと判断できる状態とすること。 

 

(3) 本事業期間内においては、建築物の大規模修繕は想定しないものとし、事業期間終了後、市

の負担にて行う予定である。なお、市が本施設の大規模修繕の実施を含めてその後の事業実

施方法の検討を行うに当たり、事業者は、市が効率的に適切な修繕・更新等に取り組むこと

ができるよう、また、後任の管理者が維持管理・運営業務を円滑かつ支障なく遂行できるよ

う、業務の引継ぎに当たっての必要な協議・支援等を行うこと。 
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(4) 事業期間終了に当たり、事業者は市と協議の上日程を定め、事業期間終了時の要求水準につ

いて協議を行うとともに、市の立会いのもとに上記の状態についての確認を受けること。 

 

 費用負担について 

(1) 資材及び消耗品等 

業務に必要な備品、用品、資材及び消耗品類は、全て事業者の負担とする。 

 

(2) 光熱水費及び通信費 

ア 本事業の維持管理・運営業務に要する光熱水費（電気、水道、ガス、液体燃料（以下「灯

油等」という。））は、市が負担する。支払方法については、市が供給事業者と契約し、市

が供給事業者に支払う。 

イ 火葬場建設中の光熱水費については、事業者負担とする。 

ウ 通信費のうち、上記ア以外の用途（維持管理・運営業務に要する事業者の用途に限るもの）

については、事業者の負担とし、事業者が供給事業者と契約する。本対応に係る費用は、

委託費に含まれるものとする。 

エ 自動販売機や売店等に要する光熱水費は、事業者の負担とする。なお、使用量については

別途子メーターで管理し、毎月市に報告し、市は使用した分の光熱水費を事業者に請求す

る。 

オ 事業者は、毎月の使用量を整理し、「使用量報告書」として市に提出すること。 

カ 事業者は、本事業の維持管理・運営業務において、積極的に省エネルギー及び省資源に取

り組み、計画に応じた使用量を上回ることのないよう努めること。 

 

 燃料等備蓄、災害時の対応 

(1) 本市が被災した場合 

ア 大規模災害が発生した場合において、市が必要であると判断したとき（以下「災害発生時」

という。）には、事業者は業務実施時間を延長し、24 時間体制で対応できるように、災害

等への対応の支援を行うこと。 

イ 施設に損傷等が生じた場合には、事業者が作成した「事業継続計画書」に則り、可能な限

り早期に復旧を行うものとし、その状況を市に報告すること。 

ウ 災害発生時にインフラ等が遮断された場合を想定し、３日間の火葬（最大８基×３回転/

日×３日間）に対応できるよう、発電設備による電源供給を含め、火葬燃料の備蓄や必要

物品等を常備すること。 

エ 本対応に係る費用は、委託費とは別に市の負担とするが、備蓄等の管理は、事業者の負担

とし、委託費に含まれるものとする。 

オ 市の要請があれば、一時的な避難機能として施設を開放すること。本対応に要する費用は、

委託費とは別に市が負担する。 

 

(2) 近隣の地方公共団体が被災した場合 

ア 大規模災害により近隣の地方公共団体が被災した場合、広域災害支援の観点から、市が近

隣の地方公共団体の住民の火葬を行う必要があると認めた場合は、休場日における臨時開

場のほか、業務取扱時間を延長し、24 時間体制で対応できるようにすること。 

イ 本対応に要する費用は、委託費とは別に市が負担する。 
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 地域貢献への取り組み 

事業者は、本事業に関して市内での積極的な雇用促進や地域企業の活用などを行い、地域経

済への貢献に努めること。 

 

 本要求水準書に記載のない事項 

本要求水準書に記載のない事項の提案、実施については、市と協議を行い、関係法令等を遵

守したうえで、事業者の提案に委ねるものとする。 
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第2 施設の機能及び性能に関する要求水準 

 基本要件 

(1) 施設要件 

本事業における施設要件は、次のとおりとする。 

 

項目 要求水準 

構造 
主構造は原則鉄筋コンクリート造、２階建て以上とする 
（部分的に提案も可とする） 

建築面積 事業者提案に委ねるものとする 

延べ面積 3,200㎡程度※（建築基準法上の延べ面積） 

火葬炉数 人体炉７基＋予備炉１基（将来設置に備えてスペースを確保） 

待合個室 ７室 

告別・収骨室 
・炉前ホール 

４室 

多目的スペース 簡易な葬祭等の実施も想定し、１階に設ける 

駐
車
場 

普通車 

遺族、会葬者用 
35台以上（車いす利用者用７台、思いやり駐車ス
ペース７台を含む） 

予備用 ７台以上 

宗教関係者用 ２台以上 

火葬場職員用 ５台以上 

葬祭業者用 ７台以上 

メンテナンス業者用 ２台以上 

大型車 マイクロバス ３台以上（うち１台は予備スペースとして確保） 

※延べ面積については、下限値を－５％までとする。 

 

(2) 敷地条件 

ア 基本事項 

項目 内容 

所在地 宇部市大字善和字大日203番291 

敷地面積 約7,800㎡ 

概要 
白石墓園の中、現火葬場敷地から300ｍ東に離れた場
所に位置している。敷地の周囲には、工場・物流施設
が点在し、住宅地からは約200ｍ離れている 

都
市
計
画
法 

都市計画区域 非線引き区域（白地地域） 

用途地域 指定なし 

容積率 200％ 

建ぺい率 70％ 

防火・準防火地域 指定なし 

その他区域、地域、地区 都市施設（火葬場） 

建
築
基
準
法 

道路 道路位置指定済（最小幅員4.35ｍ） 

外壁・高さ 
道路斜線：勾配1.5 
隣地斜線：立ち上がり20ｍ 
勾配1.25 

日影 規制なし 

防火・準防火地域 指定なし 

法22条区域 該当あり 

森林法 令和７年度までに保安林解除予定 
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イ 敷地及び事業区域 

資料２「事業区域図」を参照すること。 

ウ 敷地の地質及び地盤 

資料３「地質調査結果」を参照すること。また本事業において事業者において別途調査が

必要と判断する場合は契約後、速やかに自ら地質調査を行うこと。 

 

(3) インフラ整備状況 

ア 本事業の実施に必要なインフラ整備は、事業者にて実施すること。なお、下表事項及び資

料４「①周辺インフラ整備概略図」を参考とし、事業者の判断と責任において各設備管理

者に確認すること。 

イ 事業者にて整備したインフラについては、図面等の関連資料を全て市へ提出すること。な

お、配管等の地中埋設物については、その経路及び深度を示す図面も市へ提出すること。 

ウ 水道本管から分岐を行う際の工事審査手数料等、本施設のインフラ整備に必要となる申請

手数料は事業者負担とする。 

エ 道路改良工事について、国道 490 号から本事業用地へ接続する道路の幅員狭小区間及び交

差部について、市により改良工事を実施予定（実施期間 令和７年度（一部繰越の場合あ

り））。 

オ 電気については、本事業の事業区域内まで高圧で引込みを行い、キュービクルを整備する

こと（合同墓及び白石墓園（第１墓園Ａ）のトイレまでの送電は市が実施）。なお、国道

490 号から中国電力柱(川上線 117M４号)までは中国電力の施工範囲となるため、本事業に

おける電気引込工事の施工範囲は、資料４「②電気引込工事対象範囲概略図」を参照する

こと。 

 

項目 内容 

上水道 
市により国道490号から事業用地へ接続する既存道路内に埋設されている水
道本管を布設替え予定 

下水道 下水道排水区域外 

都市ガス 都市ガス供給範囲外 

電気 未整備 

電話・通信 未整備 

 

 施設計画の基本方針 

(1) 遺族や会葬者に配慮した“お別れの場”にふさわしい火葬場 

 遺族や会葬者が静かに心ゆくまで故人とのお別れをすることができる施設とする。 

 自然光や自然素材を積極的に取り入れ、明るく暖かみのある施設とする。 

 

(2) 火葬場を利用するすべての人にやさしい火葬場 

 ユニバーサルデザインの考えを取り入れ、すべての人が利用しやすい施設とする。 

 円滑な施設運営のため、遺族や会葬者、職員の動線に配慮した施設とする。 

 

(3) 周辺環境、地球環境にやさしい火葬場 

 再生可能エネルギーの導入や省エネルギー設備の導入を検討し、温室効果ガスの低減に

配慮した施設とする。 
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 適切な環境保全目標値を設定し、大気汚染防止に配慮した施設とする。 

 白石墓園からの景観に配慮した施設とする。 

 

(4) 維持管理、将来ニーズに配慮した持続可能な火葬場 

 ランニングコスト低減に配慮した施設とする。 

 メンテナンススペースの確保等、維持管理が行いやすい施設とする。 

 将来的な葬送需要の変化にも柔軟に対応可能な工夫を取り入れた施設とする。 

 

 事業用地等整備要件 

(1) 敷地造成 

ア 敷地造成については、火葬場用地が概ね平地になるよう、用地内の伐開、伐根、土砂の敷

き均し、側溝等の工作物の設置を令和７年度（一部繰越の場合あり）に市が実施する。 

また、敷地造成に伴い、事業用地外に新たに排水設備を市が設置する。 

なお、市が実施する敷地造成の詳細については、資料５「①敷地造成計画図」、「②敷地造

成横断図」、「③植栽整備区域図」を参照することとし、排水設備の構造等は、令和６年度

に市が実施する造成設計後に示す。 

イ 市が実施する敷地造成の高さは、資料５「①敷地造成計画図」を参照すること。 

ウ 市が実施する造成工事以外に敷地造成を行う場合は、事業者の責任において実施すること。 

 

(2) 配置計画 

ア 事業用地の形状や災害、気候条件や季節風を考慮した配置とすること。 

イ 事業用地周辺への心情、景観等に配慮した配置とすること。 

ウ 霊柩車、遺族・会葬者及び職員・事業者用の車両の動線に配慮すること。 

 

(3) 駐車場計画 

ア 遺族や会葬者用として 42 台以上（建物近接スペースに設置する車いす使用者用駐車スペ

ース７台及び思いやり駐車スペース７台を含む。）、宗教関係者用２台以上、火葬場職員用

５台以上、葬祭業者用７台、メンテナンス業者用２台以上を整備すること。また、マイク

ロバスについては３台以上（うち１台は予備スペースとして確保）を整備すること。なお、

その他車両は事業者の提案に委ねるものとする。 

イ 歩行者と車両の動線分離を原則とする。 

ウ 霊柩車、遺族・会葬者及び職員・事業者用の車両の動線が交錯しないよう、単純でわかり

やすく安全性の高い計画とすること。また、車両動線は安全性の視点から余裕をもった視

距や回転半径の確保に留意するとともに、霊柩車及びマイクロバスの転回スペースを設け

ること。 

エ 高齢者や障がい者等の利用にも配慮したわかりやすい誘導表示を設置すること。 

オ アプローチや駐車場等は、特にユニバーサルデザインを意識し、「山口県福祉のまちづく

り条例」に基づいた計画とし、１台当たりの駐車スペース、車両等誘導表示、車道及び歩

道の動線は利用しやすいよう工夫すること。 

カ 火葬場職員及び葬祭業者等の駐車場は、遺族や会葬者用とは別に設け、可能な限り動線を

分離すること。 

キ 駐車場には植栽帯等を効果的に配置し、駐車場エリアと本施設の視覚的な分離を図ること。 

ク 葬祭業者が霊柩車から柩を告別室へ移動させ、告別式後に遺族、会葬者が待合個室に移動
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するまでの一定時間、霊柩車を停車させる待機スペースとして、敷地奥側に１台以上整備

すること。 

 

(4) 外構計画 

ア 施設へのアプローチ、施設内からの眺望等について、自然環境に配慮しながら周囲の景観

を利用した安らぎの感じられるランドスケープを計画すること。 

イ 周囲からの景観に配慮するとともに、周囲からの目隠しとなる植栽やフェンス等を計画す

ること。 

ウ 資料５「③植栽整備区域図」にて示す「事業者施工」の範囲のうち、火葬場及び白石墓園

の利用者から見える箇所については、植栽等により明るい施設イメージを演出すること。 

エ 事業用地内に適切な排水設備を設け、位置・寸法・勾配・耐荷重に注意し不等沈下や漏水

のない計画とすること。 

オ 建築物との取り合い部やスロープ箇所等、地盤沈下対策を十分検討すること。建物の埋戻

し部分や盛土部分の地盤沈下対策を十分検討すること。 

カ 夜間や休場日に、敷地内に不審者や車両等が無断で進入できないよう、敷地出入口には門

扉等を設置すること。なお、門扉は火葬場にふさわしいものとすること。 

キ 敷地内の通路については、普通自動車、マイクロバス、霊柩車が円滑に離合可能な幅員（概

ね８ｍ程度）を確保すること。なお、円滑に離合可能であれば、幅員は事業者の提案でも

可とする。 

ク 新火葬場敷地から市道高嶺請川線までの道路が一部狭小であるため、新火葬場敷地内から

退場する際は国道 490 号側への退場を誘導する案内サインを敷地出入口付近に設置する

こと。 

ケ 新火葬場敷地境界（都市計画決定区域）には境界標を設置し、境界を明示すること。境界

標の種類についてはコンクリート杭若しくは金属プレートとする。 

コ 建物出入口から駐車場までの動線及び駐車場内において、薄暮時、利用者が不自由なく移

動できるよう適切に照明を設置すること。 

サ 敷地周辺の防犯対策として、敷地南側の道路を照らす照明を設置すること。なお、照らす

範囲は、敷地が接している南側の道路の区間全てとする。 

シ 排水（浄化槽及び表面排水を含む。）先については、事前に市と十分に協議を行うこと。 

ス 火葬者のための慰霊碑（残骨灰等の保管は想定していない。）を設置すること。碑の配置、

仕様等は事業者の提案とするが、参拝者又は会葬者等の心境や環境に十分配慮すること。

なお、現火葬場に存する霊灰碑の移設も可とする。設置に際しては、市と事前に協議を行

うこと。また、設置に関する費用は、全て事業者の負担とすること（現火葬場の霊灰碑の

撤去費含む。）。 



12 

 建築施設整備要件 

(1) 施設計画の基本方針 

ア 施設特性を踏まえた計画 

火葬場という施設特性を十分に理解するとともに、遺族や会葬者の心情に配慮した火葬

場としてふさわしい施設とすること。 

イ バリアフリー・ユニバーサルデザイン対応 

施設の設計においては、「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（バ

リアフリー新法）」及び「山口県福祉のまちづくり条例」に基づき、ユニバーサルデザイン

に配慮した工夫をすること。 

ウ 周辺環境への配慮 

公害防止法に関する法令の基準を遵守することはもとより、施設が周辺環境に与える影

響を軽減し、地域環境の保全に努めること。 

エ 省エネルギーの推進 

「宇部市新火葬場建設基本計画」（令和５年３月策定）中、「7.2 環境配慮の方針」を遵

守するとともに、「エネルギーの使用の合理化に関する法律（省エネ法）」、「建築物のエネ

ルギー消費性能の向上に関する法律（建築物省エネ法）」を踏まえ、建物のライフサイク

ル全体でのコスト低減に努めること。なお、太陽光発電施設（自家消費のみを目的）の発

電容量はパワーコンディショナーの容量として 20kw 以上とすること。 

オ 災害時に対応可能な施設 

地震等の災害時においても、利用者の安全と機能の維持を確保できる施設とすること。 

カ 施設の長寿命化、維持管理への配慮 

本施設の長寿命化を図るため、維持管理やメンテナンスがしやすい計画とすること。ま

た、個々の部位、部材、設備、部品等については、事業者は少なくとも事業期間において

十分な機能を確保できるよう、施設の各部について合理的な長期修繕計画を立て、それに

基づく材料の選択をし、事業期間にわたる施設保全を考慮した施設の設計を行うこと。 

キ 標準仕様 

設計及び施工においては、原則として本要求水準書「第１の４(2)設計基準、仕様書等」

によることとし、公共施設の標準的水準以上を確保すること。 

 

(2) 構造計画 

ア 施設の構造については、本要求水準書「第１の４(2)設計基準、仕様書等」に示す官庁施

設の総合耐震・対津波計画基準及び同解説に基づき、次のとおりとする。 

対象部位 耐震安全性の分類 

構造体 Ⅱ類 

建築非構造部材 Ａ類 

建築設備 甲類 

イ 施設の耐用年数は、65 年以上とする。事業者は十分な機能を確保できるよう、施設の各部

について合理的な長期修繕計画を立案し、それに基づく材料を選定し、施設保全を考慮し

た施設の設計を行うこと。 
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(3) 建築意匠計画 

ア 建築意匠の計画に当たっては、歴史的風土や周辺環境との調和に十分配慮し、人生終焉の

場として相応しいものとすること。 

イ 建物外観及び建物内は、明るいイメージとすること。また、建物の外観及び内観には「宇

部らしさ」を取り入れること。 

ウ 内外装に使用する材料は、断熱方法・工法にも十分配慮しながら、建物の耐久性を高める

こと。 

エ 仕上げの選定に当たっては、本要求水準書「第１の４(2)設計基準、仕様書等」に示す建

築設計基準及び同解説に記載される項目の範囲と同等以上にあることを原則とすること。 

オ エントランス、告別・収骨室、トイレ等多数の者が利用する場所の仕上げには、葬送の場

にふさわしい材料を使用すること。また、床は滑りにくい仕上げとすること。 

カ 遺族や会葬者の目に触れることとなる設備は、機能性だけでなく意匠性にも配慮すること。 

キ 施設案内板や室名札等のサインは、各室の使用目的や使用条件を考慮し、それぞれの空間

構成にふさわしい文字の大きさ、書体、色彩を考えたわかりやすい計画とすること。 

 

 施設構成及び諸室要件 

(1) 施設構成 

本事業で整備する火葬場施設の諸室は、次のとおりとする。次に示す他、必要な施設及び施

設の詳細については事業者の提案に委ねるものとする。 

 

区 分 諸 室 

火葬部門 

エントランスホール、告別・収骨室・炉前ホール、火葬炉室、炉機械室、

制御・監視室、休憩室、残灰・飛灰処理室、霊安室、トイレ、更衣室、

多目的スペース、葬祭業者控室、設備関係室、その他（通路、階段、 

倉庫、台車庫、車寄せ等） 

待合部門 
待合個室、待合ホール・共同待合スペース、キッズスペース、授乳室、

売店コーナー、給湯スペース、トイレ、その他（通路、階段、倉庫等） 

管理部門 
事務室、トイレ（職員用）、更衣室（職員用）、休憩室（職員用）、シャワ

ールーム、その他（通路、階段、倉庫等） 

 

(2) 基本的な考え方 

ア 動線計画に当たっては、霊柩車到着、告別、納棺、待合、開扉、収骨、退場と連続する葬

送祭行為の流れを考慮し、会葬のスムーズな進行を確保するとともに、遺族や会葬者のプ

ライバシーに配慮した計画とすること。 

イ 平面構成は、高齢者や障がい者をはじめ、すべての利用者が安心して利用できるものとし、

わかりやすい案内表示による遺族や会葬者の誘導を図ること。 

ウ ２階建て以上の施設構成とし、高齢者や障がい者等に配慮した階段及び昇降機設備を建物

内の両端２箇所以上に適切に設置すること。 

エ 維持管理に留意し、清掃や管理を行いやすい施設となるよう配慮すること。 

オ エントランス到着から告別、待合、収骨に移動する遺族や会葬者同士及び作業員等との動

線の交錯がなく、管理運営上も効率的な動線となるよう配慮するとともに、遺族や会葬者

にとってわかりやすく明快な動線計画、意匠計画とすること。 

カ 夜間の職員の配置は想定していないが、緊急時等に市との連絡体制やセキュリティを構築

すること。 



14 

キ 諸室等は、平面的だけでなく、配管、配線、ダクト類のスペース及び機器類の交換・保守

点検に必要な空間を含め、各室の立体的な空間の繋がりにも配慮して計画すること。 

ク 建築施設の配置計画、意匠計画、設備計画等は、施設の用途及び目的を考慮し、省エネル

ギー及び省資源対策に十分配慮するとともに、ライフサイクルコスト低減を考慮した耐久

性の高い施設とすること。 

ケ 施設の稼働期間を考慮し、長期にわたり配管等の修繕を行いやすい構造とすること。 

コ 機能的、構造的に災害に強い施設とすること。 

サ 搬入車の経路、バックヤードは遺族や会葬者から見えないよう配慮すること。 

シ 将来に備えて予備炉１基分のスペースを確保すること。 

ス 全館で使用可能なＷｉ-Ｆｉ等の通信環境を整えること（フリーＷｉ-Ｆｉの設置）。 

セ 館内の備品類は、その使用方法を利用者にわかりやすく明示すること。 

 

(3) 火葬部門 

ア 炉前エリア 

遺族や会葬者の印象を決定づける重要な場所であることから、機能性のみでなく、遺族

の心情に配慮し、落ち着いたゆとりある空間として品格を備えるよう、室内意匠等に特別

な工夫を図ること。また、自然光を十分取り入れた設計を検討するとともに、待合ゾーン

との適切な分節を工夫すること。 

(ア) エントランス・車寄せ 

a 霊柩車及びマイクロバスが横付けできる乗降スペースを設けること。 

b 降雨時に乗降がスムーズにできること。 

c 降雨時に遺族や会葬者及び柩が濡れることのない計画とすること。 

d 車両及び遺族や会葬者にわかりやすい案内表示を行うこと。 

e 最大使用時においても乗降に支障のないスペースを確保すること。 

f 降雨時に足が滑らないような素材の使用、工夫とすること。 

 

(イ) エントランスホール 

a 遺族や会葬者の主出入口とし、玄関口には風よけのためのスペース・設備等を設け

ること。 

b 一時的に多数の遺族や会葬者が集中することを考慮した計画とすること。 

c 遺族や会葬者にわかりやすい案内表示を行うこと。 

d ご遺体との最後のお別れの場の厳粛さに十分配慮したうえで自然光を十分に取り入

れ、明るく清潔感があり、開放的で穏やかな空間とすること。 

e 高齢者や障がい者等に配慮すること。 

 

(ウ) トイレ・多機能トイレ 

a 男子用トイレ、女子用トイレ及び多機能トイレを、各階に 1 箇所以上設けること。 

b 男子用トイレ及び女子用トイレにおける便器類は、施設利用人数に応じた必要数を

設置すること。 

c 多機能トイレには、簡易ベッドを設置しオストメイト対応とすること。 

d 大便器は洋式・温水洗浄付き暖房便座とし、便座シート及び消毒液を設置し、便座

の衛生面にも配慮すること。また、擬音装置を設置すること。 

e 男子用トイレには、床置式小便器その他これに類する小便器を設置すること。また、

周囲に手摺を設けた小便器を１つ以上設置すること。 
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f 便房には事務室に通報できる緊急通報ボタンを設置するとともに、同ボタンに連動

した赤色灯をトイレ入口に設置すること。 

g 女子用トイレにはパウダースペースを 1 つ以上設置すること。 

h 男女共にそれぞれに手摺を設けた便房及び洗面器をそれぞれに１以上設置すること。 

i トイレに設ける衛生器具を自動式とする場合、手動で操作可能なレバーハンドルを

設ける等、停電時にも対応可能な器具を１か所以上設置すること。 

j 男女共にベビーチェアを設置した便房を１つ以上設置すること。また、小児用に対

応できる便座カバー等の備品を常備すること。 

k 非常ボタン、洗浄ボタン等には、点字による表示を行うこと。 

l 手洗い器、オストメイト対応機器は給湯可能とすること。 

 

(エ) 告別・収骨室・炉前ホール 

a 告別室と収骨室・炉前ホールは一室型とする。 

b 火葬炉２基を１ユニットとして、計４室設置すること。（１室は予備炉１基スペース

を考慮すること） 

c 個別に落ち着いて告別・収骨が行えるよう、ゆとりのある広さを確保することとし、

原則１室 72 ㎡以上とし、１室は予備炉１基を含めた規模とすること。ただし、30 人

程度が収容可能で、機能的に支障がなければ 72 ㎡以上でなくとも可とする。 

d 遺族や会葬者の心情に配慮し、厳かで安らぎのある質の高い空間を創造すること。 

e 読経等による他の葬列への影響も配慮すること。 

f 遺族が柩を囲み、最後のお別れができること。 

g 遺族が収骨を行えるスペースを確保し、収骨方法は、台車から直接収骨する方式と

し、高温の台車に接しないようガードを設けるなど遺族や会葬者の安全性を確保す

ること。 

h 遺影台、焼香台等を設置すること。ただし、収骨の際には焼香台は遺族や会葬者の

邪魔にならないようにすること。形式等は事業者の提案に委ねる。 

i 焼香の煙を適切に除去し、臭気や汚れの付着に配慮すること。 

j 遺族が柩の炉入れを見送ることができること。 

k 炉の化粧扉の仕上げは、室内意匠と調和させること。 

l 必要な案内表示を行うこと。 

m 高齢者、障がい者等の遺族や会葬者に配慮し、座席を用意すること。ただし、収骨

の際には収納する等して遺族や会葬者の邪魔にならないようにすること。形式等は

事業者の提案に委ねる。 

n 清潔を旨とし、長年にわたる微細粉、臭気の付着には十分な対策を行うこと。 

o 火葬集中日においても、他の遺族や会葬者、職員との動線が交錯しないように考慮

すること。 

 

(オ) 多目的スペース 

a 20 ㎡以上の面積とし、柩の安置台、焼香台と遺影台が設置できること。また、片側

隣室（20 ㎡以上）との仕切りは移動間仕切りとし、隣室（倉庫を想定）と一体的に

利用できる構造とする。 

b 簡易な葬祭等にも供することができる仕様とすること。（柩の安置台、焼香台、遺影

台、椅子などの備品の調達とともに、備品が収納できるスペースを確保すること） 

c 火葬集中日においても、他の遺族や会葬者、職員との動線が交錯しないよう考慮す
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ること。 

d 遺族や会葬者の心情に配慮し、厳かで安らぎのある質の高い空間を創造すること。 

e 多目的スペースは、利用形態を特定せず遺族や会葬者が自由に利用できるフリース

ペースとして活用予定（要予約）であり、集会の用途は想定していない。 

 

(カ) 更衣室（遺族・会葬者用） 

a 男女別に設置すること。 

 

イ 管理エリア 

火葬炉機械室や監視室、その他の火葬作業諸室が連携し、火葬ピーク時にも、火葬業務

がスムーズに行える計画とすること。 

換気や空調等、火葬の作業環境に十分配慮するほか、台車等の整備や材料等の保管等の

作業スペースに配慮し、室内の排気は、周辺エリアに影響の無いようにすること。 

(ア) 火葬炉室 

a 火葬業務に従事する従事者の健康管理に留意し、吸音、換気や空調、騒音・振動・

温湿度等を十分検討し、良好な作業環境を保つこと。 

b 台車等の整備や材料等の保管の作業スペースを確保すること。 

c 火葬炉の保全管理や更新を踏まえた計画とすること。 

d 予備の柩運搬車、炉内台車運搬車を保管できるスペースを確保すること。 

e 火葬炉の排気口は、周辺住居から見えないように配慮すること。 

 

(イ) 霊安室（遺体保管庫） 

a 遺体２体分の保冷庫（柩ごと入庫できるもの）を設置すること。収納に際して十分

に作業が出来るスペースを確保すること。 

b 屋外から霊安室、霊安室から告別室へ柩を移動する動線を確保すること。なお、霊

安室への一般利用者の出入りは想定していない。 

c 清掃しやすい構造とすること。 

 

(ウ) 制御・監視室 

a 火葬炉の運転状況等を管理するため、火葬炉室内を見渡せる配置とすること。 

 

(エ) 葬祭業者控室 

a 葬祭業者やマイクロバス運転手等が使用できる椅子等を設置した控室とする。 

b 他部門に従事する職員用の控室と共有することは事業者の提案に委ねるものとする。 

 

(オ) 倉庫 

a 火葬に必要な道具類、消耗品類、清掃用具等を遺族や会葬者の目にふれないように

保管する倉庫等を設けること。 

b 道具類の清掃のための流し等も必要に応じて設けること。 

c 柩運搬車は使用しやすく目立たない位置に格納する空間を確保すること。 

 

(カ) 残灰・飛灰処理室 

a 集積した収骨灰・集じん灰を一時保管できる場所を設けること。 

b 排出の際に、遺族や会葬者の目に触れることのないよう考慮すること。 
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(キ) 機械室 

a 施設内の空調・換気設備を設置するための部屋を整備すること。なお、設置場所は

施設内外どちらでも可とする。屋外に設置する場合は耐候性に留意すること。 

b 換気の際の排気は周辺に影響の無いように配慮すること。 

 

(ク) 電気室 

a 施設内に必要な電気を受変電・配電するために必要な設備を設置するための部屋を

整備すること。なお、設置場所は施設内外どちらでも可とする。 

 

(ケ) 非常用発電機室 

a 非常用発電設備を設置するためのスペースを確保すること。なお、設置個所は施設

内外どちらでも可とする。 

 

ウ その他、当該部門で必要となる室がある場合には、事業者の提案による。 

 

(4) 待合部門 

ア 遺族や会葬者が比較的長い時間を過ごす部屋については、遺族や会葬者の心情に配慮し、

落ち着いたゆとりのある空間とし、窓からの景観や遮音性について十分に配慮すること。 

(ア) 待合個室 

a １室 20 人程度（36 ㎡以上）の収容が可能な部屋を計 7 室設けること。内 1 室につ

いては、72 ㎡以上の 1 部屋を移動間仕切りで 2 室に分割できるようにすること。 

b 洋室を基本とし、一部に畳スペースを確保すること。畳スペースの一部は着替えが

できるように配慮すること。形式は事業者提案に委ねるものとする。 

c 収容人数が同時に会食できるようなテーブル、椅子等を設置すること。 

d 外部に面した窓や光庭の設置等、自然採光を取り入れる計画とすること。 

 

(イ) 待合ホール・共同待合スペース 

a 通行の支障にならないスペースは共同の待合スペースとして活用すること。 

b 遺族や会葬者がくつろげる空間とし、ソファー等の家具、テレビ等を設置すること。

なお、共同待合スペースの面積やソファーの数等については事業者の提案による。 

 

(ウ) キッズスペース 

a 子どもが待ち時間中に過ごせる場を設置すること。 

b キッズスペースは他の遺族や会葬者に配慮した配置とすること。 

c 怪我や事故等が起こらないように安全性に配慮をすること。 

d 授乳室と合わせ、20 ㎡以上とすること。 

 

(エ) 授乳室 

a 乳児への授乳を行う部屋を設置すること。 

b 椅子、おむつ替えベッド、給湯設備を設置すること。 

c プライバシーの確保に十分配慮すること。 

d 授乳場所は、外から内部が見えないようにし、鍵付きの個室とすること。 

e キッズスペースと合わせ、20 ㎡以上とすること。 
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(オ) 売店コーナー 

a 事業者の自主事業として、飲料・菓子等を提供する自動販売機（内１台はユニバー

サルデザインに配慮すること）を設置すること。自動販売機の設置台数、設置場所

は事業者の提案に委ねるものとするが、事前に市と協議を行うこと。 

b a を原則とするものの事業者負担により、有人対応による売店スペースの設置も可

とする。 

c 商品搬入車の経路、バックヤードが遺族や会葬者から見えないように配慮すること。 

d 自動販売機の販売品目の形態（缶、ペットボトル、紙パック等）は事業者の提案に

委ねるものとするが、資源の再生利用に留意して当該業務を提案すること。アルコ

ール飲料は不可とする。 

e 販売物の価格は、一般的な市場価格を参考とし、適正な価格設定とすること。 

f 自動販売機の売上については、事業者に帰属する。 

g 市は、当該自動販売機の設置に当たって行政財産の使用許可を行う予定であり、事

業者は宇部市行政財産使用料徴収条例に規定する使用料及び光熱水費を市に納付す

ること。 

 

(カ) 喫煙スペース 

a 喫煙スペースの設置は、事業者の判断に委ねるが、設置する場合は、「山口県たばこ

対策ガイドライン」に基づく受動喫煙防止対策を行うこと。ただし、未設置の場合

において、運営開始後に市民等からの要望により設置の必要性が生じた場合は、市

と協議の上、事業者においてエントランスホール以外の出入口を利用する屋外箇所

に設置すること。 

 

(キ) 給湯スペース 

a 待合部門を対象に設置し、設置場所は事業者の提案に委ねるものとする。 

 

(ク) トイレ・多機能トイレ 

b 火葬部門のトイレ・多機能トイレに準じる。 

 

イ その他、当該部門で必要となる室がある場合には、事業者の提案による。 

 

(5) 管理部門 

ア 遺族や会葬者と職員等との動線を分離し、良好な執務条件の確保、作業効率の向上を目指

し、コンパクトな動線計画、遮音性の高い快適な執務空間の創出、ゆとりのある作業スペ

ースに留意して計画すること。 

(ア) 事務室 

a 火葬受付、火葬許可証の内容確認等を行うため、わかりやすく利便性のある位置に

設けること。 

b 受付窓口から事務室内部が見えないよう配慮すること。 

c 事務机、椅子、パソコン、プリンター、ロッカー、キャビネット等を設置すること。 

d ５人程度がゆとりをもって執務や室内移動が可能となる室とすること。 

e 給湯設備を設置すること。 

f 事務室内に自動体外式除細動器（ＡＥＤ）や救急医療用品等を設置すること。 

g 利用者のニーズに合わせた貸与品を準備すること。 
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(イ) トイレ（職員用） 

a 男子、女子別に必要数を設置すること。 

b 大便器は洋式・温水洗浄付き暖房便座とし、便座の衛生面にも配慮すること。 

c 男子用トイレには、床置式小便器その他これに類する小便器を１つ以上設置するこ

と。 

d 便房には非常用ブザーを設置すること。 

e トイレに設ける衛生器具を自動式とする場合、手動で操作可能なレバーハンドルを

設ける等、停電時にも対応可能な器具とすること。 

 

(ウ) 更衣室（職員用） 

a 男女別に設置すること。 

 

(エ) 休憩室（職員用） 

a ミニキッチンを設置すること。 

b 他の部門に従事する職員用の休憩室と共有すること等は事業者の判断に委ねる。 

 

(オ) 倉庫 

a 運営に必要な書類、事業期間中に作成する書類等が保管できるようにすること。 

b 事業期間後も施設を稼働することを考慮したスペースを確保すること。 

c 事務室との一体化等は事業者の提案に委ねるものとする。 

 

(カ) シャワールーム 

a シャワールーム（男女別・脱衣室付き）を設置すること。 

b 洗濯機、乾燥機等は必要に応じ設置するものとし、事業者提案に委ねるものとする。 

 

イ その他、当該部門で必要となる室がある場合には、事業者の提案による。 

 

 火葬炉設備要件 

(1) 全体要件 

ア 火葬炉設備概要 

(ア) 設置基数 

a 火葬炉：７基（＋予備炉１基） 

 

(イ) 設計上の留意すべき事項 

a 本要求水準書「第３ 施設整備業務要求水準 ７環境保全対策業務（2）公害防止に係

る基準」に示す基準を満たすとともに、ダイオキシン類、ばい煙、排水、悪臭、騒

音等に関して周辺環境に十分配慮した設備とし、無煙・無臭とすること。 

b 高い安全性と信頼性及び十分な耐久性を有し、かつ、維持管理の容易なものとする

こと。 

c 省力化及び省エネルギー化に配慮した設備とすること。 

d 火葬炉作業員の火傷防止等、安全に十分配慮した計画とすること。 

e デレッキ操作等が不要など、遺体の取扱いに十分配慮した設備とすること。 

f 施設の作業環境及び安全面、衛生面に十分配慮した設備とすること。 
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g 災害発生時の対応を考慮した設備とすること。 

h 火葬に係る作業全般において、極力自動化を図るとともに、コストの削減を図るこ

と。 

i 火葬炉設備工事に関し、関係法令等に定めるもののほか、本要求水準書に記載する

項目を満足する設備を設置すること。なお、詳細にわたり明記しないものであって

も、この施設の目的達成上必要な機械、機構、装置類、材質等については、責任を

もって完備するものとする。 

j 予備スペースは将来の火葬炉増設工事を考慮した造りとすること。 

k 火葬炉は標準炉を基本とし、うち１基以上は大型炉とすること。 

 

イ 火葬炉設備主要項目 

(ア) 火葬重量 

標準炉の火葬対象とする遺体、柩及び副葬品の重量は下表のとおりとする。 

区 分 遺体重量 柩重量 副葬品 

火葬炉（標準炉） 75kg 15kg 10kg 

※燃焼計算においては、上記の条件に加え、遺体重量を 100 ㎏とした場合についても計算

すること。 

 

大型炉の火葬対象とする遺体、柩及び副葬品の重量は下表のとおりとする。 

区 分 遺体重量 柩重量 副葬品 

火葬炉（大型炉） 100kg 25kg 10kg 

※燃焼計算においては、上記の条件に加え、遺体重量を 120 ㎏とした場合についても計算

すること。 

 

(イ) 最大柩寸法 

火葬炉の最大柩寸法は次のとおりとする。 

区 分 長さ 幅 高さ 

火葬炉（標準炉） 2,100mm 程度 650mm 程度 500mm 程度 

火葬炉（大型炉） 2,300mm 程度 750mm 程度 650mm 程度 

 

(ウ) 火葬炉主要機能 

a 火葬時間 

(a) 主燃バーナ着火から消火までの時間は通常運転において予熱時間も含めて 75 分と

すること（ただし遺体重量 80kg 以上はその限りでない）。 

(b) 冷却時間（炉内冷却＋前室冷却）は、冷却を開始してから平均 15 分で収骨可能な

温度になるものとすること。 

b 火葬回数は、原則２回/炉･日とする。ただし、火葬が集中した日においては、必要

に応じて火葬回数の増加に対応すること。 

c 使用燃料は灯油とする。 

d 主要設備方式 

(a) 炉床方式：台車式 

(b) 排ガス冷却方式：ダイオキシン類等の発生を防ぎ、均一、急速に降温できる方式と

する。 

(c) 排気方式 
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① 強制排気方式で１炉１排気系統又は２炉１排気系統とする。 

② 異なる排気系統との接続は行わない。ただし、緊急時の接続については、安

全性、耐久性等の基本的な性能確保を前提に、他事例での実績、接続できる

利点と費用対効果等を提示の上、事業者に委ねる。 

e 燃焼監視・制御 

(a) 各火葬炉の燃焼・冷却・排ガス状況等、運転に係る各機器の制御、運転状況等の監

視及び記録等については、コンピューター等で一括して行うものとすること。また、

記録したデータを市へ提出できるよう、必要に応じて出力が可能であること。 

f 安全対策 

(a) 日常の運転について危険防止及び操作ミス防止のため、各種インターロック装置を

設けること。非常時の場合、各装置がすべて安全側へ作動するよう緊急時回路を設

置するものとすること。 

(b) 火葬炉作業員の安全性確保、事故防止には十分配慮すること。 

(c) 火葬炉作業員の火傷防止のため、機器類、配管類の表面温度が、50℃以下になるよ

う保温（断熱）工事を行うこと。 

(d) 自動化した部位については、すべて手動操作が可能なよう設計すること。 

g 異常・非常時の運転 

(a) 炉内温度、炉内圧、排ガス温度等に異常が生じた場合には、迅速かつ適切に対応し、

火葬を継続できる運転システムとすること。 

(b) 停電時には、発電設備からの電力供給を受けるシステムとすること。 

(c) 停電時においても環境基準等を満足する運転が可能なシステムとすること。 

(d) 非常用の発電設備を考慮し､電気設備として整備すること。 

h その他条件 

(a) 保守点検及び維持管理が容易な構造、配置とし、作業及びメンテナンススペースを

確保すること。 

(b) 機器配置はオーバーホール時を考慮して計画すること。 

(c) 可能な限り、他メーカーによる更新も踏まえた余裕のある機器配置とすること。 

 

ウ  材料及び機器の選定 

(ア) 本設備に使用する材料及び機器は本要求水準書を満たし、目的達成に必要な能力、規

模を有するものを事業者により検討したうえで、最適なものを選定すること。 

(イ) 使用材料及び機器は、すべてそれぞれの用途に適合した欠陥のない製品で、かつ、す

べて新品とする。また、日本工業規格（ＪＩＳ）、電気学会電気規格調査会標準規格（Ｊ

ＥＣ）、日本電機工業会規格（ＪＥＭ）に規格が定められているものは、これらの規格

品を使用する。 

(ウ) 使用材料及び機器は、過去の実績、公的機関の試験成績等を十分検討の上、選定する

こと。また、できる限り汎用品を用いること。 

 

(エ) 使用する材料及び機器は、次の項目を満足すること。 

a 高温部に使用される材料は、耐熱性に優れたものであること。 

b 腐食性環境で使用する材料は、耐蝕性に優れていること。 

c 磨耗のおそれのある環境で使用する材料は、耐磨耗性に優れていること。 

d 屋外で使用されるものは、対候性に優れたものを使用すること。 

e 駆動部を擁する機器は、低騒音や低振動性、高効率性に優れていること。 
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エ 保証事項 

本施設に採用する設備、装置及び機器類は、本施設の目的達成のために必要な能力と規模

を有し、かつ、管理運営経費の節減を十分考慮したものでなければならない。 

(ア) 施工責任 

a 本要求水準書に明記されていないものであっても、要求水準達成のため、又は性能

を発揮するために必要な設備等は事業者の負担で整備すること。 

 

(イ) 保証内容 

a 運営・維持管理期間中は、すべての機器の性能及び能力を保証するものとする。（故

障時も含む。） 

b 運営・維持管理期間中に生じた設計・施工及び材料並びに構造上の欠陥によるすべ

ての破損及び故障等は、事業者の負担により速やかに補修、改造又は交換しなけれ

ばならない。 

c 本要求水準書に記載された火葬・冷却時間、運転回数能力及び公害防止基準を遵守

すること。この場合、市が提示した火葬重量と異なっていても、火葬時間を除き、

この性能は保証されるものとすること。 

 

(2) 機械設備 

ア 共通事項 

(ア) 全般 

a 設備の保全及び日常点検に必要な歩廊、階段、柵、手摺、架台等を適切な場所に設

けること。なお、作業能率、安全性を十分考慮した構造とすること。 

b 機器配置の際は、点検、整備、修繕などの作業が安全に行えるよう、周囲に十分な

空間と通路を確保すること。 

c 高所に点検等の対象となる部分のある設備では、安全な作業姿勢を可能とする作業

台を設けること。 

d 騒音、振動を発生する機器は、防音、防振対策を講ずること。 

e 回転部分、運転部分及び突起部分には保護カバーを設けること。 

 

(イ) 歩廊、作業床、階段工事 

a 通路は段差を設けないものとし、障害物が避けられない場合は踏み台等を設けるこ

と。 

b 必要に応じて手摺又はガード、梯子（高さが２ｍ以上の場合は、背カゴ）を設ける

等転落防止策を講じること。 

c 歩廊は、原則として行き止まりを設けてはならない。（２方向避難の確保） 

d 階段の傾斜角（原則として 45 度以下）、蹴上幅及び踏み幅は統一すること。 

 

(ウ) 配管工事 

a 使用材料及び口径は、使用目的に最適な仕様のものを選定すること。 

b 建築物の貫通部及び配管支持材は面取りし、美観を損なわないよう留意すること。 

c 要所に防振継手を使用し、耐震性を考慮すること。 

d バルブ類は、定常時の設定（例：常時開）を明示すること。 
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(エ) 保温・断熱工事 

a 火葬炉設備の性能保持、作業安全及び作業環境を守るため、必要な箇所に保温断熱

工事を行うこと。 

b 使用箇所に適した材料を選定すること。 

c 高温となる機器類は、断熱被覆及び危険表示等の必要な措置を講じること。 

d ケーシング表面温度は、50℃以下となるよう施工すること。 

 

(オ) 塗装工事 

a 機材及び装置は、原則として現場搬入前に錆止め塗装をすること。 

b 塗装部は、汚れや付着物の除去、化学処理等の素地調整を十分行うこと。 

c 塗装材は、塗装箇所に応じて耐熱性、耐蝕性、耐候性等を考慮すること。 

d 塗装仕上げは原則として錆止め補修後、中塗り１回、上塗り２回とすること。 

e 機器類は、原則として本体に機器名を表示すること。 

f 配管は各流体別に色分けし、流体名と流動方向を表示すること。 

 

(カ) その他 

a 火葬業務に支障の生じないよう自動操作の機器は手動操作への切替えができること。 

b 火葬中の停電時においても、安全かつ迅速に機器の復旧ができること。 

c 将来の火葬炉の更新を考慮した機器配置とすること。 

d 本設備は地震に対し、人の安全や施設機能の確保が図られるよう施工すること。 

e 設備の運転管理に必要な点検口、試験口及び掃除口を適切な場所に設けること。 

 

イ 燃焼設備 

事業期間中に予備炉１基を増設する可能性があり、予備炉の増設を行う場合は契約変更を

行うものとする。 

(ア) 主燃焼炉 

形 式 台車式 

数 量 火葬炉７基（予備炉 1 基は増設する可能性がある） 

炉内温度 800℃～950℃ 

a ケーシングは鋼板製とし、隙間から外気の進入がない構造とすること。 

b 炉の構造材は、使用箇所に応じた特性及び十分な耐久性を有すること。 

c 炉の構造は、柩の収容、焼骨の取り出しが容易で、耐熱性、気密性を十分保てるも

のとし、運転操作性、燃焼効率がよく、維持管理面を考慮したものとすること。 

d デレッキ操作等をすることなく、所定の時間内に火葬を行える設備とすること。 

e 不完全燃焼がなく、焼骨がある程度まとまった形で遺族の目に触れることを考慮し、

炉内温度を設定・調整すること。 

f 省力化を考慮し、自動化を図るとともに操作が容易な設備とすること。  

g 炉内清掃及び点検が容易な設備とすること。 

 

(イ) 断熱扉 

数 量 ７面（予備炉用 1 面は増設する可能性がある） 

a 堅牢で開閉操作が容易であり、かつ断熱性、気密性が維持できる構造とすること。 

b 開閉装置故障の際には手動で開閉できるものとすること。 
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(ウ) 炉内台車 
数 量 ７台（予備炉 1 基は増設する可能性がある） 
付属品 予備台車保管用架台等必要なもの一式 

a 柩の収容、焼骨の取り出しが容易で、運転操作性、燃焼効率がよいものとすること。 

b 十分な耐久性を有し、汚汁の浸透による臭気発散がない構造とすること。 

c 台車の表面は、目地無し・目地有りのどちらも可とする。 

 

(エ) 炉内台車移動装置 
数 量 ７台（予備炉 1 基は増設する可能性がある） 

付属品 必要なもの一式 

a 安全性・操作性に優れた構造とすること。 

b 炉内台車を前室及び主燃焼炉内に安全に移動できるものとすること。 

c 故障時においても、手動に切り替えて運転・操作できる構造とすること。 

d 主燃焼炉内への空気の侵入を防止できる構造とすること。 

 

(オ) 再燃焼炉 
形 式 主燃焼炉直上式 

数 量 ７基（主燃焼炉と同数） 
（予備炉 1 基は増設する可能性がある） 

炉内温度 800℃～950℃ 

a 燃焼効率がよく、臭気等の除去に必要な滞留時間と燃焼温度を有すること。 

b 火葬開始時から、臭気等の除去に必要な性能を有すること。 

c 混合、攪拌燃焼が効果的に行われる炉内構造とすること。 

d 最大排ガス量（主燃焼炉排ガス量＋再燃焼炉発生ガス量）時において 1.0 秒以上の

滞留時間を確保できるとともに、混合攪拌が効果的に行われる構造とすること。 

e 炉内圧力は、経済性も含め、運転に支障のないものとすること。 

 

(カ) 燃焼装置 

a 主燃焼炉用バーナ 

数 量 
７基（主燃焼炉と同数） 
（予備炉 1 基は増設する可能性がある） 

燃 料 灯油 
着火方式 自動着火方式 
傾動方式 電動式（故障時には手動で傾動が可能なこと） 
操作方式 自動制御（手動への切り替えができること） 

付属品 
着火装置、火炎監視装置、燃焼制御装置、その他必要なもの
一式 

(a) 火葬に適した性能を有し、安全確実な着火と安定した燃焼ができること。 

(b) 低騒音で安全性が高いこと。 

(c) 難燃部に火炎を照射できること。 

(d) 燃焼量、火炎形状及び傾動の調整が可能なものとすること。 

b 再燃焼炉用バーナ 

数 量 
７基（主燃焼炉と同数） 

（予備炉 1 基は増設する可能性がある） 
燃 料 灯油 

着火方式 自動着火方式 
操作方式 自動制御（手動への切り替えができること） 

付属品 
着火装置、火炎監視装置、燃焼制御装置、その他必要なもの
一式 
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(a) 炉の温度制御ができ、排ガスとの混合接触が十分に行えること。 

(b) 安全確実な着火と安定した燃焼ができること。 

(c) 低騒音で安全性が高いこと。 

(d) 燃焼量及び火炎形状の調整が可能なものとすること。 

c 燃焼用空気送風機 

数 量 排気系列に応じた数量 

風量制御方式 バーナ特性に応じた制御方式 

(a) 容量は、実運転に支障のないよう余裕があり、安定した制御ができること。 

(b) 低騒音、低振動とすること。 

 

ウ  通風設備 

(ア) 排風機 

a 容量は、実運転に支障のないよう風量、風圧に余裕を持たせること。 

b 排ガスに対して耐熱性、耐蝕性を有すること。 

c 低騒音、低振動とすること。 

 

(イ) 炉内圧制御装置 

a 炉内圧力の変動に対する応答が早く、安定した制御ができること。 

b 炉内を適切な負圧に維持できるものとすること。 

c 炉内圧力の制御は、炉ごとで単独に行うこと。 

d 高温部で使用する部材については、十分な耐久性を有する材料を選定すること。 

e 点検、補修、交換が容易にできるよう考慮すること。 

 

(ウ) 煙道 

a 冷却装置、集じん装置、排気筒を除く排ガスの通路とする。 

b ダストの堆積がない構造とすること。 

c 内部の点検、補修がしやすい構造とし、適所に点検口を設けること。 

d 熱による伸縮を考慮した構造とすること。 

e 排ガスの冷却に熱交換器を使用した場合は、腐食等に十分配慮すること。 

 

(エ) 排気筒 

a 騒音発生の防止と排ガスの大気拡散を考慮し、適切な排出速度とすること。 

b 雨水等の侵入防止を考慮した適切な構造とすること。排気筒上部にかさ等を設置す

る場合は、排ガス基準の順守や保守管理が適切に行える仕様にすること。 

c 耐振性、耐蝕性、耐熱性を有すること。  

d 排ガス及び臭気の測定作業を安全かつ効率的に行える位置に測定口を設けること。 

 

エ 排ガス冷却設備 

(ア) 排ガス冷却器 

a 再燃焼炉から排出される高温ガスを、指定温度に短時間で均一に降温できる構造と

すること。 

b 耐熱性及び耐蝕性に優れた材質とすること。 

c 排ガス冷却に熱交換器を使用する場合は、ダイオキシン類が再合成しないよう十分

留意すること。 
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d 温度制御方式は、自動的に制御できるものとすること。 

e 冷却設備出口における排ガス温度は、200℃以下とすること。 

 

(イ) 排ガス冷却用送風機 

a 容量は、運転に支障のないよう余裕があり、安定した制御ができるものとすること。 

b 低騒音、低振動とすること。 

 

オ 排ガス処理設備 

(ア) 集じん装置 

形 式 バグフィルター 

数 量 排気系列に応じた数量 

処理風量 余裕率 15％以上 

設計ガス温度 出口温度 200℃以下 

設計出口含じん量 0.01ｇ/㎥ N 以下 

a 処理ガス量は、実運転に支障のないよう余裕をとること。 

b 排ガスが偏流しない構造とすること。 

c 排ガスの結露による腐食やダストの固着が生じない材質・構造とすること。 

d 高温の排ガスを処理することから、耐熱性に優れたものとすること。 

e 捕集したダストは、自動で集じん装置外に排出され、その後、灰吸引装置で集じん

灰貯留部（専用容器）へ移送すること。 

f 室内に集じん灰が飛散しない構造とすること。 

g 結露対策として、加温装置を設置すること。 

h ろ過面積、ろ過速度及び圧力損失は実運転に支障のないよう余裕をとること。 

i ランニングコストを考慮するとともに、保守点検がしやすい構造とすること。 

 

(イ) 集じん灰排出装置 

a 集じん装置で捕集した集じん灰を、室内に飛散させることなく集じん灰貯留部（専

用容器）へ自動で移送できる構造とすること。 

b 保守点検が容易な構造とし、適所に点検口を設けること。 

 

(ウ) 触媒装置 

数 量 排気系統数と同数 

充填量 事業者の提案に委ねる 

設計出口ダイオキシ
ン類濃度 

1.0ng-TEQ/㎥ N 以下 

a 排気ガス中のダイオキシン類を除去する装置であるが、濃度基準の順守が可能であ

れば設置は必須としない。 

カ 付帯設備 

以下の付帯設備について、事業者の判断により本施設の運営に必要十分な数量、設備を整

備すること。 

(ア) 炉前化粧扉 

数 量 ８面 

要部材質 事業者の提案に委ねる 
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a 遮音・断熱を考慮した構造とすること。 

b 開閉操作は炉前操作盤にて行い、手動開閉も可能であるものとすること。 

c 表面意匠は、最期の別れにふさわしいデザインについて十分に考慮し、市との協議

により決定するものとする。 

 

(イ) 前室 

数 量 ７基（予備炉 1 基は増設する可能性がある） 

冷却時間 
炉内及び前室内での冷却により、15 分以内で収骨可能な
能力とする。 

a 利用者の目に触れる部分は、劣化しにくい材質及び仕上げとすること。 

b 遮音、断熱を考慮した構造とすること。 

c 炉内台車の清掃が容易にできる構造とすること。 

d 炉前化粧扉の開放時でも前室内を負圧に保てるものとすること。 

 

(ウ) 残骨灰、集じん灰吸引装置 

a 残骨灰用 
吸引装置 数量：事業者に委ねる。 

集じん装置 
数量：事業者に委ねる。 
払落し方式：自動 

b 集じん灰用 
吸引装置 数量：事業者に委ねる。 

集じん装置 
数量：事業者に委ねる。 
払落し方式：自動 

c 吸引口 

数 量 
残骨灰用：事業者に委ねる。 
集じん灰用：事業者に委ねる。 

付属品 吸引ホース、その他必要なもの一式 

(a) 台車、集じん装置等の清掃のため残骨灰用、集じん灰用を設けること。  

(b) 低騒音で、保守点検が容易な構造とすること。  

(c) 自動で灰の搬出（灰排出装置から吸引装置へ）が行えるよう整備すること。  

(d) 炉内台車清掃用の別室を設置する場合は、別室にも吸引口を設けること。 

(e) 容量は、実運転に支障のないものとすること。 

 

(エ) 柩運搬車 
形 式 電動走行式（充電器内蔵） 
数 量 ４台＋予備１台以上 

寸法・材質 炉及び柩の寸法に適し、美観に優れた材質とする。 

a 柩を霊柩車から告別室及び炉前まで運搬し、さらに前室内の炉内台車上に柩を安置

するための専用台車とすること。 

b 電動走行式とするが、手動に切り替えができ容易に走行できる構造とすること。 

c 炉内台車上に柩の安置が容易に行える装置を備えるものとすること。 

d バッテリーは、一日の通常作業に支障のない容量とすること。 

 

(オ) 炉内台車運搬車（収骨及び炉内台車搬送用） 

形 式 電動走行式（充電器内蔵） 

数 量 ４台＋予備１台以上 

その他 柩運搬車との兼用を可とする。 
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a 台車を運搬するための専用台車とすること。 

b 電動走行式とするが、手動に切り替えができ容易に走行できる構造とすること。 

c 耐久性に配慮して、各部材は充分な強度を持つものとすること。 

d 炉内台車の出入が自動で行える装置を備えること。 

e バッテリーは、一日の通常作業に支障のない容量とすること。 

f 利用者が火傷するおそれのない構造とすること。 

 

(カ) 燃料供給設備 

a 各火葬炉の燃料消費量が計測・記録・出力できる手段を備えること。 

 

(3) 電気・計装設備 

ア 共通事項 

(ア) 火葬炉設備に必要なすべての電気設備及び電気計装設備を整備すること。 

(イ) 火葬炉設備の安定した運転、制御に必要な装置及び計器等を設置すること。 

(ウ) 運転管理は現場操作盤及び監視室で行うものとし、プロセス監視に必要な機器、表示

器、警報装置を具備すること。また、現場操作盤での操作が監視室より優先されるシ

ステムとすること。 

(エ) 火葬炉設備の更新等を考慮し、計画すること。 

(オ) 計装項目は、下表の「計器制御一覧表（案）」の内容を標準とする。詳細について

は、事業者に委ねるものとする。 

 

＜計装制御一覧表（案）＞ 
区分 

 
監視項目 

制御 中央監視制御 現場操作盤 
自動 

(主な制御対象装置) 
手 
動 

指示 
表示 

操
作 

記録 
警 
報 

指示 
表示 

操 
作 

警 
報 

主燃料 
バーナ火炎 

○ 燃焼バーナ  ○  ※失火時、手動切替時 ○ ○  ○ 

再燃料 
バーナ火炎 

○ 燃焼バーナ  ○  ※失火時、手動切替時 ○ ○  ○ 

主燃料炉内温度 ○ 燃焼バーナ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

再燃焼炉内温度 ○ 燃焼バーナ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

再燃焼炉酸素濃度 ○ 送風機 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

再燃焼炉排煙濃度 ○ 燃焼制御 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

集じん措置入口温度 ○ バイパスダンパー ○ ○ ○ ○ ※バイパス時 ○ ○ ○ ○ 

主燃焼炉内圧 ○ 排ガス排出量 ○ ○  ○ ○ ○ ○ ○ 

集じん装置 
出入口圧 

○ 集じん装置洗浄 ○ ○  ○ ○ ○ ○ ○ 

運転状態表示    ○  ○  ○   

燃料消費量    ○    ○  ○ 

火葬炉 
稼働積算時間 

 
各火葬炉の主燃炉、
再燃炉ごと 

 ○  ○ ※バーナ点火時  ○   

集じん装置 
稼働積算時間 

 各集じん装置ごと    ○     

燃料緊急遮断 
(地震感知含む) 

○ 
燃料遮断装置 
(各火葬炉ごと) 

○ ○ ○ ※遮断弁作動時 ○ ○ ○ ○ 

火葬炉緊急停止  各火葬炉設備ごと ○ ○ ○ ※操作時 ○ ○ ○ ○ 

残灰吸引圧  
残灰吸引装置 
(各系統ごと) 

 ○   ○ ○ ○ ○ 
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イ 機器仕様 

(ア) 全般 

a 配線は、エコ仕様のものを利用し、動力用はＥＭ－ＣＥケーブル等、制御用はＥＭ

－ＣＥＥ／Ｆケーブル、ＣＥＥ／Ｆ－Ｓケーブル、耐熱ケーブル等、目的及び使用

環境に適したものを使用すること。 

b 配線は原則電線管に配線し、隠ぺい部は合成樹脂製可とう管、露出部は金属管を使

うこと。 

c ケーブル配線には、必要に応じ、ケーブルラックを使用すること。 

d 使用機器は、極力汎用品から選択するとともに、それぞれの機器が互換性のある製

品に統一すること。 

e 盤類は搬入及び将来の更新等を十分考慮した形状、寸法とすること。 

f 盤類は原則として防じん構造とすること。 

g 計装項目は、すべての機器の安全運転を確保することを目的として、表示・操作・

警報など必要十分な項目を設定すること。 

h 各電動機には、原則として現場操作盤を設置すること。 

i 電子機器は、停電時に異常が生じないようバッテリー等ですべてバックアップを行

うこと。 

 

(イ) 動力制御盤 

a 形式は鋼板製自立閉鎖型及び壁掛型を基本とすること。 

b 事業者の判断により、適所に分割して設置することも可とする。 

 

(ウ) 火葬炉現場操作盤 

a 内蔵機器 

運転状態表示器 
タッチパネル方式 
カラー液晶型とし、すべてのデータが表示されるとともに、
すべての機器の手動操作がタッチパネル上で行えること 

その他の機器 
操作機器一式、計装計器一式、異常警報装置一式、その他
必要なもの一式 

数 量 各炉の運転状態の監視等に十分な数量 

b 設置数量 

７面（予備炉用１面は増設する可能性がある） 

c 主要機能 

タッチパネル式 
表示・操作機能 

各機器の操作が手動で可能なもの 

自己診断機能 
インバータの動作、排煙濃度計の動作、酸素濃度計の動作
等のチェックが可能なもの 

 

(エ) 中央監視制御盤 

a 火葬炉設備の運転状態を火葬炉の系統別に集中監視できるものとすること。 

b 炉ごとの機器の手動運転も中央監視制御盤により行えるものとすること。 

c 各計測データ、火葬開始・終了時間等を収集・バックアップし、日報・月報・年報

の帳票が作成でき、その結果を印字できるとともに、エクセル形式でアウトプット

でき、外部の記憶装置に保存できるものとすること。なお、各計測データは連続し

て記録するものとする。 
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d 停電によるシステム障害の発生を防止するため、無停電電源装置を設けてシステム

の保護を行えるものとするが、中央監視制御盤が機能しない場合でも、火葬が可能

なシステムとすること。 

e 中央監視制御盤の機能は、運営支援システムと相互に接続され、火葬開始・終了時

間や火葬の進行状態、故人の氏名、喪主等遺族等の氏名データの共有化ができるも

のとする。また、機能の一部は、燃焼制御装置等に含めることも可とする。 

f 各種センサーの信号は、コンピューター等で収集できるものとするが、センサーの

設置位置については、事業者に委ねる。 

(a) 内蔵機器 

運転状態表示器、操作機器、計装計器、異常警報装置、燃焼管理装置、データスト

レージ機器、その他必要なもの 

(b) 数量 

各一式 

(c) 主要機能 

運転状態表示機能 

主要機器の動作状態、火葬時間、主燃炉温度、再燃炉温度、
炉内圧、排煙濃度、酸素濃度、炉出口ダンパー開度、冷却器
入口温度・圧力、冷却器出口温度・圧力、バグフィルター差
圧、排風機出力、集じん装置バイパスダンパー開閉、排風
機バイパスダンパー開閉、その他のバイパスダンパー開閉、
排気筒排ガス温度、排気筒ＣＯ・Ｏ2濃度等の表示機能 

プロセスデータ及び
トレンドの収集･表
示・記録（保存）機能 

運転状態表示機能に示す機能及び集じん装置ホッパー温度
のプロセスデータ及びトレンド 

その他機能 
故障表示及び記録機能、遠隔操作機能、案内放送機能、火
葬計画の作成・表示機能、運営支援システムとの連携機能 

 

(オ) 炉前操作盤（化粧扉開閉用） 

a 炉前化粧扉の操作機能を有するものとする。また、運営支援システムとデータの共

有化ができるものとし、データの表示機能等を有するものとする。 
機 能 化粧扉開閉、故人、喪主名等の表示等 
数 量 ８面 

 

(カ) 計装制御装置 

a 火葬炉の安定した運転・制御に必要な計装制御機器を設置すること。なお、原則と

して火葬炉の運転・制御は炉操作盤で行うこととするが、制御・監視室でも、監視・

各種記録の他、機器遠隔操作ができるものとする。 

 

(キ) モニター設備 

a 以下に示す排気筒監視用カメラを整備し、記録や表示ができるようにすること。 

b モニターはカラー表示ができるものとし、事務室及び中央制御室に設置すること。 

(a) 排気筒監視用カメラ 
型 式 ズーム式カラーカメラ（可動式：屋外仕様） 
数 量 １台以上 
付属品 可動雲台、ワイパー、その他必要なもの一式 

(b) モニター 

型 式 カラー液晶型 

数 量 １台（中央制御室用１台）以上 
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 建築付帯設備要件 

(1) 基本要件 

ア 関係法令及び関係官庁規制・規格等を遵守すること。また、本要求水準書に記載のないも

のについても、関連法規等に従って必要な設備はすべて整備すること。 

イ 維持管理における作業性も含め、建築と設備及び火葬炉の総合的・経済的な検討を行って

計画すること。 

ウ 地球環境保全対策を踏まえるとともに、省エネルギーに配慮した計画とすること。 

エ 作業環境及び執務環境の安全性や快適性を確保すること。 

オ 高齢者や障がい者等も含めたすべての利用者に対し、安全性と利便性を確保すること。 

カ 非常時にも安全に使用できる設備とすること。 

キ 設計及び施工においては、原則として本要求水準書に示す設計基準、仕様書等によること

とし、公共施設の標準的水準を確保すること。 

 

(2) 電気設備 

ア 各項目の要求を満たすために必要な配管配線工事及び幹線工事を行うこと。 

イ 配線は、ＥＭ（エコマテリアル）電線・ケーブルを利用し、目的及び使用環境に適したも

のを使用すること。 

ウ 配線は原則電線管に配線し、隠ぺい部は合成樹脂製可とう管、露出部は金属管を使用する

こと。 

エ ケーブル配線は、必要に応じ、ケーブルラックを使用すること。 

オ 使用機器は、極力汎用品から選択するとともに、それぞれの機器が互換性のある製品に統

一すること。 

カ 盤類は搬入を十分考慮した形状、寸法とすること。 

(ア) 電灯・コンセント設備 

a 照明設備は、業務内容、執務環境等に応じて、光環境の確保を図り、保守、運用等

が容易な設備とすること。 

b 照明器具は館内が明るい空間となるよう数や配置について配慮すること。 

c 非常照明、誘導灯等は、関係法令等に基づき設置すること。 

d 照明器具はＬＥＤを採用すること。 

e トイレ等利用者の出入りを伴う場所については、自動点灯・消灯の可能な方式とす

ること。 

f 外灯は、自動点灯・消灯及び時間点灯・消灯の可能な方式とすること。 

g 照明設備は、各室において操作できるものとし、事務室等で中央管理できるものと

すること。 

h コンセントは、適当な数を設置すること。ただし、待合個室には２箇所以上設置す

ること。 

 

(イ) 動力設備 

a 空調機、ポンプ類、ボイラー、火葬炉設備等、必要な設備に電源を供給すること。 

b 動力制御盤は、原則として各機械室内に設置すること。また、機器の警報は管理室

で受信できることとし、各動力制御は中央管理できるようにすること。 

c 高調波対策に留意すること。 
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(ウ) 避雷設備 

a 避雷設備が必要となる場合は、建築基準法及び消防法に基づき設置すること。 

 

(エ) 受変電設備 

a 屋内若しくは屋外に受変電設備を設置し、受電、変電を行うこと。なお、屋外に受

変電設備を設置する場合は、耐候性に配慮すること。 

b 有害な場所に設置しないこと。 

c 保守点検、維持管理がしやすいよう設置すること。 

d 電気事業法、労働安全衛生規則等の基準を遵守すること。 

e 高圧受電とすること。 

 

(オ) 静止型電源設備 

a 非常用照明、受変電設備の操作用電源として直流電源装置を設置すること。 

b 停電時保障用の無停電電源装置等を設置する設備は、事業者の提案に委ねるものと

する。 

 

(カ) 発電設備 

a 屋内若しくは屋外に災害時等に対応するための発電設備を設ける。なお、屋外に発

電設備を設置する場合は、耐候性に配慮すること。 

b 発電設備の能力は、関係法令等に定めのある機器類の予備電源装置として設置する

とともに、施設内の重要負荷への停電時送電用として設置したうえで、火葬業務遂

行のために最低限必要な施設を稼動できるものとすること。 

c 燃料による発電設備のほか、蓄電池や電気供給機能付きの自動車の活用等、新たな

仕組みによる電源確保策についても検討すること。また、必要に応じて市から災害

時の対応を依頼する可能性があり、その際は協力すること。なお、費用は別途協議

を行う。 

d 発電設備の仕様は、本要求水準書「第１の８ 燃料等備蓄、災害時の対応」を参考と

し、火葬炉設備及び事務室、トイレ、給湯スペース等の火葬業務遂行のために最低

限必要な設備が、３日間運転できるものとする。 

e 非常用照明、受変電設備の操作用電源を設けること。 

f 無停電電源装置等を設ける設備は、事業者の提案に委ねるものとする。 

g 自家消費のみを目的とした発電容量 20kw 以上（パワーコンディショナーの容量）の

太陽光発電施設を設置すること。 

h 発電容量 20kw 以上の太陽光発電施設以外の自然エネルギーによる発電設備を導入

する場合は、計画地の特性やコスト面を踏まえ提案すること。この場合、発電した

電力は本敷地内で消費すること。 

 

(キ) 構内情報通信網設備 

a 予約・運営システムの使用に適切なＬＡＮ設備を施設内に整備すること。 

 

(ク) 構内交換（電話）設備 

a 建物内の連絡用として、内線電話機能を有する電話設備を各居室に設置すること。

外部通信機能に必要な交換器の回線数等は維持管理・運営業務の効率性を考慮した

うえで、事業者の提案に委ねるものとする。 
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(ケ) 情報表示（時計）設備 

a 制御・監視室に親時計（同期方法は、事業者の提案に委ねるものとする）を、施設

内要所に子時計を設置すること。 

b 将来的な変更が容易に出来るように配慮すること。 

 

(コ) 拡声設備 

a 関係法令等による避難等のための設備及び施設内案内用の放送設備を設置すること。 

b 避難等のための放送設備は、自動火災報知設備と連動した設備とすること。 

c ＢＧＭの実施等についても考慮した設備とすること。 

 

(サ) 誘導支援設備 

a 昇降機設備、多機能トイレ等に異常があった場合に、表示窓の点灯と音等により知

らせることのできる呼出ボタン等の設備を設置すること。 

b 事業者において必要であると判断する場合には、車椅子使用者用駐車場にインター

ホン等を設置し、配管配線工事を行うこと。 

c ユニバーサルデザインに配慮し、適切な誘導支援設備を設置すること。 

 

(シ) テレビ受信設備 

a 地上デジタル放送が視聴できるよう整備し、各室直列ユニットまでの配管配線工事

を行うこと。 

b 直列ユニットまでの配線を行う部屋、テレビの設置まで行う部屋の選定は、事業者

の提案に委ねるものとする。 

c 受信料等は事業者の負担とする。テレビの受信に関しては事業者の提案に委ねる。 

 

(ス) テレビ電波障害防除設備 

a 事業者は、建築物によるテレビ電波障害が発生しないよう留意すること。なお、工

事期間中に施設建設に伴う近隣のテレビ電波障害が発生した場合は、事業者により

テレビ電波障害防除施設を設置すること。 

 

(セ) 監視カメラ設備 

a 防犯用及び火葬炉監視用に適切な数を設置すること。 

b 設置箇所については、各用途に合わせて十分に機能する箇所とし、事業者の提案に

委ねるものとするが、建物内及び出入口のほか、敷地出入口及び南側の道路を監視

するカメラについては必ず設置することとし、事前に市と協議を行うこと。 

c 監視映像が録画できる装置を設置すること。録画時間や画質等は、後日、画像を確

認するのに支障のない程度で、事業者の提案に委ねるものとする。 

d モニターはカラー表示ができるものとし、事務室に設置すること。 

 

(ソ) 防犯設備 

a 夜間や休業日に、本施設敷地内に車両等が無断で進入できないよう、出入口に門等

の侵入防止設備を設置すること。また、敷地出入口及び建物出入口は、常時出入り

の監視を行うこと。 

b その他、防犯設備、監視設備（前項セ「監視カメラ設備」を含む。）等を適切に設置

すること。設置箇所については、事業者の提案に委ねるものとする。 
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(タ) 自動火災報知設備 

a 関係法令等により、受信機、感知機等を必要な箇所に設置すること。 

b 消防機関への火災通報装置を設置すること。なお、非常放送装置と連動した設備と

すること。 

 

(チ) 中央監視制御設備 

a 中央制御方式とし、火葬炉に関する事項は火葬炉監視室及び事務室で、空調設備、

昇降機設備、防犯設備、監視カメラ、火災報知機等は事務室での監視及び制御が行

うことのできる設備とすること。 

b 監視及び制御についての記録が適切に行うことのできる設備とすること。 

 

(ツ) 計量設備 

a 適切な系統分けを行い、必要な電力メーター等を確認しやすい場所に設置すること。 

b 自動販売機や売店等に使用する光熱水費を別途計量できるよう、子メーターを設置

すること。 

 

(3) 機械設備 

ア 使用機器は、極力汎用品から選択するとともに、それぞれの機器が互換性のある製品に統

一すること。 

イ 機器類は搬入及び更新を十分考慮した形状、寸法とすること。 

(ア) 空気調和設備 

a 遺族や会葬者及び職員の快適性を確保するため、空気調和設備を必要な場所に設置

すること。 

b 空気調和設備は、関係法令の定めるところにより、熱環境、室内環境及び環境保全

が図られるよう設置すること。 

c 空調のゾーニングは、温湿度条件、使用時間、用途、負荷傾向、階層、方位等を考

慮すること。 

d 空調方式は、ゾーニング計画を基に、室内環境の快適性、室内環境の維持、機能性、

搬送エネルギーの低減等を検討したうえで、事業者の提案に委ねるものとする。 

e 外気取入口及び排気口の位置は、周囲への影響等を考慮すること。 

f 夏季の冷房熱源、冬季の暖房熱源、給湯用熱源のシステムは事業者の提案に委ねる

ものとする。 

g 高効率、省エネルギー、省資源、長寿命等が可能な設備を積極的に採用すること。 

 

(イ) 換気設備 

a 建築基準法等の関係法令の定めるところにより、各室に必要な換気設備を設置する

こと。換気方式は事業者の提案に委ねるものとする。 

b 告別・収骨室、その他事業者が必要と判断する箇所に脱臭設備を設置すること。方

式については、換気対象室の用途及び換気対象要因を基に検討し、事業者の提案に

委ねるものとする。 

c 外気取入口及び排気口の位置は、周囲への影響等を考慮すること。 

d 各室について臭気、熱気等がこもらないよう、また騒音についても十分配慮し、対

策を施すこと。 

e 全熱交換器を積極的に採用し、省エネルギーに取り組むこと。 
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(ウ) 排煙設備 

a 排煙は自然排煙を原則とするが、必要に応じて機械排煙を行うことのできる設備と

すること。 

 

(エ) 衛生器具設備 

a 高齢者、障がい者等も含めたすべての利用者が使いやすい器具を採用すること。 

b 節水型の器具を採用すること。 

 

(オ) 給水設備 

a 災害時を想定し、本施設の運営が３日間対応可能な受水槽を設置すること。また、

災害時に取水ができるよう、緊急遮断弁や防災用給水バルブを整備すること。 

b 必要水量を必要圧力で衛生的に供給できるものを設置すること。 

c 保守点検、清掃、維持管理のしやすい構造、材質にすること。 

d 建物導入部には配管の変位を吸収できる措置を行うとともに、埋設配管は耐久性に

優れる配管材料に配慮すること。 

 

(カ) 給湯設備 

a 必要温度及び必要湯量を、必要圧力で衛生的に供給できるものを設置すること。 

b 保守点検、清掃、維持管理のしやすい構造、材質とすること。 

c 給湯設備を設置する部屋及び方式は、事業者の提案に委ねるものとする。 

 

(キ) 排水設備 

a 滞ることなく、速やかにかつ衛生的に排水できるものを設置すること。 

 

(ク) 浄化槽設備 

a 関係法令に準じて合併処理浄化槽を整備すること。 

 

(ケ) 昇降機設備 

a 必要な能力を有するエレベーター等を建物内の両端等２箇所以上の適切な場所に設

置すること。 

b 遺族や会葬者が利用する昇降機設備は、高齢者や障がい者等が円滑に利用できるも

のとすること。 

c 昇降機設備を設置する際は、地震時管理運転機能、火災時管理運転機能及び停電時

自動着床装置を有しており、一般放送・非常放送等に対応すること。 

d 昇降機設備への空調設備の設置は、事業者の提案に委ねるものとする。 

 

(コ) 消防設備 

a 消防法等の規定に準拠した消防設備を設置すること。なお、消防水利等について

は、防火水槽の設置又は消火栓の設置によるものか事業者の提案による。 

 

(4) 燃料保管設備 

ア 災害発生時にも、火葬炉設備が日最大火葬件数（24 件/日）で３日間運転可能な燃料が備

蓄できる設備を設置し、燃料を備蓄すること。 

イ 関係法令等を遵守したものとすること。 
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 予約・運営システム整備要件 

(1) 概要 

施設の予約受付と本施設内における運営を支援するシステムを構築し、運営する。詳細は

資料６「火葬・予約受付フロー」を参照すること。 

ア 予約の受付 

(ア) インターネットによる予約受付の対象諸室は、火葬炉・待合個室とする。なお、火葬

炉１基の予約に待合個室１室が含まれる仕様とすること。 

(イ) 火葬炉・待合個室の予約状況を、インターネットのホームページで公開すること。 

(ウ) 事業者が作成するインターネットのホームページより 24 時間予約可能とし、市の職

員、事業者、葬祭業者が予約の登録・変更・取消・確認が可能なシステムとすること。

なお、葬祭業者は事前登録によりＩＤ及びパスワードを取得することによって、予約

システムの利用が可能となること。 

(エ) 多目的スペース及び霊安室については、事業者が本施設の窓口予約や電話予約を受け

て入力できるものとすること。 

(オ) 予約の承認については、システム上にて事業者が行う。 

(カ) 葬祭業者それぞれが予約状況を把握できるとともに、市の職員及び事業者が葬祭業者

による無断キャンセルや枠取り予約などを監視できるシステムとすること。 

(キ) 個人での予約については、電話又は窓口による受付対応とし、事業者がその受付内容

をシステムに入力し、申込者が施設側に対して相談・確認ができるようにすること。 

(ク) 予約対象日数は、火葬１件あたり１日のみを予約可とし、複数日の予約は不可とする。

なお、火葬１件あたり１枠のみを予約可とする。 
 

イ 運営の支援 

(ア) 予約状況や当日の受付情報、炉の稼働状況、告別・収骨室、待合個室などの施設の空

き情報等を統合的に活用するシステムを構築すること。 

(イ) 各諸室の運用情報を場内各所に速やかに表示し、遺族や会葬者、職員に提供できるよ

うにすること。 

(ウ) 待合個室の遺族や会葬者に対する音声案内を行うこと。案内方法については、事業者

の提案による。 
 

(2) 機器構成及び仕様 

本システムの機器構成は、前項(１)「概要」を満たすことができるもので、事業者の提案

とする。 
 

(3) 機能 

ア 操作機能 

以下の操作機能を有すること。 

(ア) 受付情報の登録、修正 

(イ) 各諸室の運用状況の登録、修正 

(ウ) 施設及び諸室の休止設定 

(エ) 使用設備の手動変更 

(オ) 自動制御機能の手動変更 

(カ) その他必要な機能 
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イ 自動制御機能 

(ア) 各炉の制御情報（納棺可、着火、冷却中、冷却完了等）の受信、表示ができること。 

(イ) 各諸室の運用状況表示は、次の例示を参考に事業者の提案とする。 

 

火葬炉 納棺可、着火、冷却中、冷却完了等 

告別・収骨室 告別中、収骨中、使用終了 

待合個室、多目的スペース 待合中、清掃中、使用終了 

 

(ウ) 予約状況や当日の受付情報（受付番号、受付時刻、故人名、性別、生年月日、死亡年月

日）の受信、表示は、次の例示を参考に事業者の提案とする。 

 

 

ウ その他 

(ア) 各種データの蓄積、統計処理ができること。 

(イ) その他自動制御に必要な機能を有すること。 

(ウ) システム故障時など、非常時へのバックアップ対応を有すること。 

炉前表示 
待合個室表示 

故人名 

告別・収骨室表示 故人名 

進行状況表示モニター 

故人名、性別、炉、告別・収骨室・待合個室の利用番号、
火葬経過時間等 
各設備の利用状況（火葬炉、告別・収骨室、待合個室等
の利用状況） 
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第3 施設整備業務要求水準 

 事業者の業務範囲 

(1) 事前調査業務 

(2) 設計業務 

(3) 建設業務 

(4) 備品等整備業務 

(5) 工事監理業務 

(6) 環境保全対策業務 

(7) 各種申請等業務 

(8) 稼働準備業務 

(9) その他施設整備上必要な業務 

 

 事前調査業務 

(1) 本事業で必要と思われる調査について、事業者は、関係機関と十分協議を行ったうえで実施

すること。なお、調査を実施する際は、調査前に市と協議を行うこと。 

(2) 事業者は必要に応じて敷地の測量、地質調査、インフラ調査及び周辺環境調査等を行うこと。

周辺環境調査は本事業の実施に影響のあるもの（排水の流末確認など）に対する現況調査を

想定している。 

(3) テレビ電波障害の調査を着工前及び完成後に行うこと。 

(4) 調査を行うために申請手続きが必要な場合は、適宜、実施すること。 

(5) 調査を行うに当たっては、必要に応じて住民説明を行う等、近隣に配慮して業務を進めるこ

と。 

 

 設計業務 

(1) 業務の対象 

事業者は、本要求水準書、事業者提案等に基づき、施設を整備するために必要な基本設計

と実施設計を行う。計画通知等設計に伴い必要な法的手続き等は、事業者の責任により実施

する。開発行為に関しては、関係機関と協議・確認の上、提案すること。各種申請手数料等

の費用は、事業者の負担とする。なお、地質調査は、市において実施しており、事業者の責

任において当該調査報告書の内容を必要に応じて解釈するとともに、利用すること。また、

事業者が必要とする場合に自ら地質調査を行うこと。 

 

(2) 業務期間 

設計業務の期間は、事業全体のスケジュールに整合させ、事業者が計画する。具体的な業

務期間については、事業者の提案に基づき、事業契約書に定めるものとする。 

 

(3) 設計計画書の提出 

事業者は設計業務着手前に、詳細工程表を含む「設計計画書」を作成し、市に提出して承

認を得ること。 

なお、設計計画書には、責任者を配置した設計体制を定め、明記すること。 
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(4) 設計内容の協議等 

市は、事業者に設計（基本設計、実施設計）の検討内容について、いつでも確認すること

ができるものとする。設計は、契約時の要求水準を基に、市と十分に協議を行い、実施する

ものとする。 

 

(5) 進捗状況の管理 

設計の進捗管理は事業者の責任において実施すること。 

 

(6) 設計の変更について 

設計の変更に関する事項は事業契約書にて定めるものとする。 

 

(7) 業務の報告及び設計図書等の提出 

事業者は、設計計画書に基づき定期的（１回／月程度以上）に市に対して設計業務の進捗

状況の説明及び報告を行うとともに、基本設計及び実施設計の終了時に、次に示す設計図書

等を市に提出して確認を得ること。提出する設計図書等は、最終的に事業契約書で定める。 

 

ア 基本設計  

(ア) 基本設計図  

(イ) パース図  

(ウ) 基本設計説明書  

(エ) 意匠計画概要書  

(オ) 構造計画概要書  

(カ) 設備計画概要書  

(キ) 火葬炉設備計画概要書  

(ク) 設計・工事工程表  

(ケ) 工事費概算書  

(コ) 諸官庁協議書、打合議事録 

(サ) 要求水準書等チェックリスト 

(シ) 地質調査報告書 

(ス) 測量調査報告書 

(セ) インフラ調査報告書 

(ソ) 周辺環境調査報告書 

※地質調査報告書、測量調査報告書、インフラ調査報告書及び周辺環境調査報告書は、

市が実施したもの以外に事業者が独自に調査を行った場合のみ提出すること。 

※書類等に合わせて、それぞれ電子媒体一式２部を提出すること。 

 

イ 実施設計 

(ア) 実施設計図 

(イ) 実施設計説明書 

(ウ) 工事工程表 

(エ) 数量調書 

(オ) 工事費内訳明細書 



40 

(カ) 構造計算書 

(キ) 設備設計計算書 

(ク) 火葬炉設備計算書（燃焼計算書等） 

(ケ) 備品リスト、カタログ 

(コ) 登記関係図書（建物求積図等） 

(サ) 許可等申請、各種届出等 

(シ) 諸官庁協議書、打合議事録 

(ス) 要求水準書等チェックリスト 

※書類等に合わせて、それぞれ電子媒体一式２部を提出すること。 

 

(8) 留意事項 

ア 事業者は、事業契約書に基づき、着手（着工）届、工程表、主任技術者届及び完了（完成）

届を提出すること。 

イ 基本設計は、単なる建築物の全体像を概略的に示す程度の業務とせず、実施設計に移行し

た場合に各分野の業務が支障なく進められるものとすること。 

ウ 基本設計において、主要な寸法、おさまり、材料、技術等の検討を十分に行い、空間と機

能のあり方に大きな影響を与える項目について、基本方針と解決策が盛り込まれた内容と

すること。 

エ 基本設計完了後、設計内容が本要求水準書及び事業者提案等に適合していることについて

市の確認を受け、実施設計に移ること。 

オ 実施設計は、工事の実施に必要かつ事業者が工事費内訳明細書を作成するために十分な内

容とする。 

 

 建設業務 

(1) 業務の対象 

各種関連法令等を遵守し、本要求水準書、事業契約書、設計図書、事業者提案等に基づき、

施設の建設工事及び関連業務を行う。 

 

(2) 業務期間 

設計業務終了後から令和 10 年 12 月までとする。具体的な業務期間については、事業者提

案に基づき事業契約書において定めるものとする。 

 

(3) 基本要件 

ア 騒音、振動、悪臭、水質、粉じん発生、交通渋滞その他建設工事が近隣の生活環境に与え

る影響を勘案し、合理的に要求される範囲の近隣対応を実施すること。事業者は市に対し

て、事前及び事後にその内容及び結果を報告すること。 

イ 工事は原則として日曜日及び祝日、盆、年末年始は行わないこと（彼岸を除く土曜日の工

事は可能であるが、別途市が指定する日は原則工事を行わないこと。）。ただし、工事の進

捗上やむを得ない場合については市と事前に協議を行うこと。 

ウ 工事期間中は周辺環境に支障をきたさないよう十分配慮し、影響が予測される場合には直

ちに市と協議を行うこと。 
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エ 原則として、建設期間中に第三者に及ぼした損害については、事業者が責任を負うものと

する。 

オ 建設期間中は工事進捗状況等が確認できるよう、白石墓園利用者等に広報業務を行うこと。

また、立て看板を公道入口２箇所及び園路各所に設置するものとし、わかりやすく周知で

きるよう設置位置や内容を工夫すること。 

カ 建設期間中の作業員駐車場は事業者が用意し、近隣に迷惑をかける行為は慎むこと。建設

期間中、作業員は安全運転に努めること。 

キ アスファルト合材及びコンクリート二次製品については、積極的に宇部市ごみ溶融スラグ

入り製品の使用に努めること。 

 

(4) 着工前の業務 

ア 準備調査等 

着工に先立ち、近隣住民との調整及び建築準備調査等を十分に行い、工事の円滑な進行

と近隣の理解及び安全を確保すること。 

イ 施工計画書等の提出 

事業者は、建設工事着工前に詳細工程表を含む「総合施工計画書」を作成し、次の書類

とともに工事監理者が承諾の上、市に提出すること。 

(ア) 工事実施体制     ２部 

(イ) 工事着工届（工程表を添付）   ２部 

(ウ) 現場代理人及び監理技術者届（経歴書を添付） ２部 

(エ) 仮設計画書     ２部 

(オ) 総合施工計画書    ２部 

(カ) 使用材料一覧表    ２部 

(キ) 工事下請負届     ２部 

(ク) 工事施工に必要な届出等   ２部 

ウ 安全祈願祭の実施 

工事着手前の安全祈願祭を事業者主体で実施すること。 

 

(5) 建設期間中の業務 

ア 建設工事 

(ア) 事業者は工事現場に工事記録を常に整備すること。 

(イ) 市は、事業者が行う工程会議に立会うことができるとともに、何時でも工事現場での

施工状況の確認を行うことができるものとする。 

(ウ) 周辺地域に万が一悪影響を与えた場合は、事業者の責任において苦情処理等を処理す

ること。 

(エ) 工事から発生した廃棄物等については、法令等に定められたとおり適正に処理するこ

と。 

(オ) 工事により発生する廃材等のうち再生可能なものについては、積極的に再利用を図る

こと。 

(カ) 隣接する道路等に損傷を与えないよう留意し、建設期間中に汚損、破損した場合の補

修及び補償は、事業者の負担において行うこと。 
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(キ) 工事期間中は火災や地震等の災害に対する事前対応を実施し、万一火災、災害等が発

生した場合には、適切な事後対応を実施し、関係者の安全確保に努めるとともに、市

の災害等対策に必要な支援・協力を実施すること。なお、建設期間中の不可抗力によ

る追加費用等の負担に関しては、事業契約書にて詳細を示すものとする。 

(ク) 車両総重量 5.0t 以上の車両は、市道高嶺請川線から出入りすること。 

(ケ) 工事用車両の出入りに伴い、国道 490 号及び市道高嶺請川線との接道部のほか、必要

箇所に交通整理員を配置すること。 

(コ) 必要に応じて、市による中間検査を事業者立会いの下で、実施するものとする。なお、

中間検査に必要となる資料は、事業者において準備するものとする。 

 

イ その他 

事業者は、建築期間中には次の書類を工事監理者が承諾の上、当該事項に応じて遅滞な

く市に提出すること。 

(ア) 各種機器承諾願の写し   ２部 

(イ) 残土処分計画書    ２部 

(ウ) 産業廃棄物処分計画書   ２部 

(エ) 主要工事施工計画書    ２部 

(オ) 主要工事施工図    ２部 

(カ) 生コン配合計画書    ２部 

(キ) 各種試験結果報告書    ２部 

(ク) 各種出荷証明     ２部 

(ケ) マニュフェスト管理台帳（原本との整合を工事監理者が確認済みのもの）２部 

(コ) 工事記録     ２部 

(サ) 工事履行報告書及び実施工程表  ２部 

(シ) 段階確認書及び施工状況把握報告書  ２部 

(ス) 工事打合せ簿     ２部 

 

(6) 完成後の業務 

ア 完成検査及び完成確認 

本施設の完成検査及び完成確認は、次の規定に即して実施すること。ただし、それらの

規定のうち該当する業務内容がない部分については、これを適用しない。 

(ア) シックハウス対策の検査 

a 事業者は完成検査に先立ち、「室内空気中化学物質の測定マニュアル」（厚生労働省）

により本施設の主要諸室におけるホルムアルデヒド、アセトアルデヒド及び揮発性

有機化合物の室内濃度を測定し、その結果を市に報告すること。 

b 測定値が、厚生省生活衛生局長通知「室内空気中化学物質の室内濃度指針値及び標

準的測定方法等について」に定められる値を上回った場合、事業者は、自己の責任

及び費用負担において、市の完成確認等までに是正措置を講ずること。 

(イ) 事業者による完成検査 

a 事業者は、本施設の完成検査及び機器・器具、備品等の試運転、火葬炉の性能試験

を実施すること。 

b 完成検査及び機器・器具、備品等の試運転、火葬炉の性能試験の実施については、

実施日の 14 日前に市に書面で通知すること。 
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c 市は、事業者が実施する完成検査及び機器・器具、備品等の試運転、火葬炉の性能

試験に立会うことができるものとする。 

d 事業者は、市に対して完成検査、機器・器具、備品等の試運転、火葬炉の性能試験

の結果を必要に応じて検査済証その他の検査結果に関する書面の写しを添えて報告

すること。 

(ウ) 市の完成確認等 

a 市は、事業者による完成検査、法令による完成検査及び機器・器具、備品等の試運

転、火葬炉の性能試験の終了後、本施設について事業者の立会いの下で、完成確認

を実施するものとする。 

(エ) 市による完成検査 

a 上記（ウ）による市の完成確認後、市による完成検査を事業者立会いの下で、実施

するものとする。完成検査に必要となる資料は、資料 10「工事完成時の提出図書」

とし、事業者において準備するものとする。 

(オ) 内覧会の支援 

a 事業者は、市が主催する内覧会の支援（現地での来場者に対する説明等）を行うこ

と。 

b 内覧会用のパンフレット（Ａ３サイズ、両面カラー、300 部）を作成し、原稿データ

とともに納品すること。 

 

イ 完成図書の提出 

事業者は、市による完成確認に必要な次の完成図書を工事監理者が承諾の上、提出する

こと。なお、これらの図書は本施設内に保管すること。 

(ア) 工事完了届 .............................................. ２部 

(イ) 工事記録写真 ............................................ ２部 

(ウ) 完成図（建築） .......................................... 一式 

（製本図１部、縮小版製本２部及び左記入図面等が収録された電子媒体一式１部） 

(エ) 完成図（造成及び外構） .................................. 一式 

（製本図１部、縮小版製本２部及び図面等が収録された電子媒体一式１部並びに取扱説

明書１部） 

(オ) 完成図（電気設備） ...................................... 一式 

（製本図１部、縮小版製本２部及び図面等が収録された電子媒体一式１部並びに取扱説

明書１部） 

(カ) 完成図（機械設備） ...................................... 一式 

（製本図１部、縮小版製本２部及び図面等が収録された電子媒体一式１部並びに取扱説

明書１部） 

(キ) 完成図（昇降機設備） .................................... 一式 

（製本図１部、縮小版製本２部及び図面等が収録された電子媒体一式１部並びに取扱説

明書１部） 

(ク) 完成図（火葬炉設備） .................................... 一式 

（製本図１部、縮小版製本２部及び図面等が収録された電子媒体一式１部並びに取扱説

明書１部） 

(ケ) 完成図（備品配置表） .................................... 一式 
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（製本図１部、縮小版製本２部及び図面等が収録された電子媒体一式１部） 

(コ) 予約システム（仕様書、カタログ、マニュアル等） ........... ２部 

(サ) 財産リスト（本事業で整備・設置した備品以外のもの） ....... ２部 

(シ) 備品リスト .............................................. ２部 

(ス) 備品カタログ ............................................ １部 

(セ) 完成検査調書（事業者によるもの） ........................ １部 

(ソ) 揮発性有機化合物の測定結果 .............................. １部 

(タ) 完成写真（内外全面カット写真をアルバム形式及び電子媒体） . ２部 

(チ) 要求水準書等チェックリスト .............................. ２部 

 

なお、完成写真の著作権等については、次のとおりとする。 

a 事業者は、市による完成写真の使用が、第三者の有する著作権を侵害するものでな

いことを市に対して保証する。事業者は、係る完成写真が第三者の有する著作権等

を侵害し、第三者に対して損害の賠償を行い、又は必要な措置を講じなければなら

ないときは、事業者がその賠償額を負担し、又は必要な措置を講ずること。 

b 事業者は、完成写真の使用について次の事項を保証すること。 

(a) 完成写真は、市が行う事務、市が認めた公的機関の広報等に、無償で使用すること

ができるものとする。この場合において、著作者名を表示しないことができるもの

とする。 

(b) 事業者は、あらかじめ市の承諾を受けた場合を除き、完成写真が公表されないよう

にし、かつ、完成写真が市の承諾しない第三者に閲覧、複写又は譲渡されないよう

にすること。 

 

(7) 各種申請及び資格者の配置 

ア 工事に伴う許認可等の各種申請等は事業者の責任において行うこと。ただし、市は、事業

者からの要請があった場合、必要に応じて資料の提供その他の協力を行う。 

イ 工事に伴い必要となる有資格者については、関係法令等に則り適切に配置すること。 

 

 備品等整備業務 

(1) 事業者は、本事業の維持管理・運営に必要と考えられる備品等を提案し、その設置及び整備

を建設期間中に実施すること。 

(2) 「備品」の定義は、以下とする。 

ア 建物に固定せず、その性質形状を変えることなく比較的長時間にわたり使用できる物品。 

イ その性質が消耗性のものであっても形状の永続性のある標本、美術品、陳列品等。 

ウ 取得価格が税込 10,000 円以上のもので、運用上概ね１年以上のもの。 

(3) 備品の設置に当たっては、室内空間と調和し、豊かで潤いのある施設環境を形成するような

備品の選定に努めること。 

(4) 備品は、ホルムアルデヒド、アセトアルデヒド及び揮発性有機化合物が放散しない又は放散

量が少ないものを選定すること。 

(5) 本事業における備品は、既製品の調達を基本とするが、事業者の提案により同等以上の作り

付け等の備品を計画することを認めるものとし、必要に応じて備品の設計を行うこと。なお、

リース方式による調達も可とするが、事業終了時に適切な引継ぎが行えるよう市と協議を実

施すること。 
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(6) 事業者は、運営備品等の整備について契約時の要求水準を基に、内容を市と十分に協議を行

うこと。 

(7) 事業者は、市の完成確認までに備品に対する耐震対策や動作確認等を行うこと。 

(8) 事業者は、整備した備品について備品台帳（リース品も含む。）を作成し市に提出したうえ

で、維持管理業務を行うこと。また、備品標示票による標示を行うこと。 

(9) 施設内の適切な場所に自動体外式除細動器（ＡＥＤ）を設置すること。 

(10) （２）の定義に該当しないものは、財産台帳にて適切に管理すること。なお、その設置や選

定等に当たっては、上記（１）、（３）～（７）を踏まえること。 

 

 工事監理業務 

(1) 事業者は、工事監理業務着手前に詳細工程表を含む「工事監理計画書」を作成し、市に提出

して承認を得ること。 

(2) 建築基準法及び建築士法に規定される工事監理者を設置し、工事監理を行うこと。 

(3) 本要求水準書「第１の５適用法令・基準」に示す建築工事、機械設備工事、電気設備工事に

係る監理指針に基づき工事監理を行うこと。 

(4) 工事期間中、毎月市へ履行報告書を提出し、工事監理の状況の確認を得ること。監理報告書

の内容は、監理日報、打合せ記録、主な工事内容、工程及び工事進捗状況、器材・施工検査

記録、各種チェック資料及びその他とする。監理報告書等については、建築工事や設備工事

等の責任所在を明確にし、それぞれをとりまとめて提出すること。また、市の要請に応じて

随時報告を行うこと。 

(5) 市は、本件工事及び市の発注に係る第三者の施工する他の工事が施工上密接に関連する場合

において、必要があるときは、その施工につき、調整を行うものとする。この場合において

は、事業者は、市の調整に従い、当該第三者の行う工事の円滑な施工に協力しなければなら

ない。 

(6) 事業者は、中間検査、完了検査及び建築物の仮使用認定の申請手続き等を行うものとし、申

請手続に関する関係機関との協議内容を市に報告するとともに、必要に応じて各種許認可等

の書類の写しを市に提出すること。また、これらの申請で発生する各種申請手数料等の費用

は、事業者の負担による。 

(7) 市への完成確認報告は、工事監理者が行うこと。 

 

 環境保全対策業務 

(1) 基本要件 

事業者は、宇部市新火葬場建設基本計画を参考として、自主的に環境への影響を把握・検

討し、各種必要とされる環境基準を遵守すること。 

 

(2) 公害防止に係る基準 

施設整備においては、次の公害防止に係る基準を遵守すること。なお、これらの基準が運

営期間にわたって守られるよう、施設整備段階で十分な性能確認を行うとともに、運用期間

においても炉の半数を隔年のローテーションで定期的（夏季・冬季/年）に検査を行うこと。

特に、火葬炉整備に当たっては、これらの基準に十分配慮した施設選定や運用方法の検討を

行った整備計画とすること。 
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ア 排ガスに係る基準 

排ガスに係る基準値については、次の基準値以下とする。 

＜１排気筒出口における基準値＞ 

規制物質 基準値 

ダイオキシン類濃度 1.0ng-TEQ／m3N 以下 

ばいじん 0.01g／m3N 以下 

硫黄酸化物 30ppm 以下 

窒素酸化物 250ppm 以下 

塩化水素 50ppm 以下 

一酸化炭素 30ppm 

※基準値は酸素濃度 12％換算値（１工程の平均値）とする。 

 

イ 悪臭に係る基準 

(ア) 臭気物質については、「火葬場の建設・維持管理マニュアル」及び関係法令に基づき、

次の基準値以下とする。 

 

特定悪臭物質の種類 
規制基準 

（大気中における含有率） 

アンモニア 1ppm 以下 

メチルメルカプタン 0.002ppm 以下 

硫化水素 0.02ppm 以下 

硫化メチル 0.01ppm 以下 

二硫化メチル 0.009ppm 以下 

トリメチルアミン 0.005ppm 以下 

アセトアルデヒド 0.05ppm 以下 

プロピオンアルデヒド 0.05ppm 以下 

ノルマルブチルアルデヒド 0.009ppm 以下 

イソブチルアルデヒド 0.02ppm 以下 

ノルマルバレルアルデヒド 0.009ppm 以下 

イソバレルアルデヒド 0.003ppm 以下 

イソブタノール 0.9ppm 以下 

酢酸エチル 3ppm 以下 

メチルイソブチルケトン 1ppm 以下 

トルエン 10ppm 以下 

スチレン 0.4ppm 以下 

キシレン 1ppm 以下 

プロピオン酸 0.03ppm 以下 

ノルマル酪酸 0.001ppm 以下 

ノルマル吉草酸 0.0009ppm 以下 

イソ吉草酸 0.001ppm 以下 

 

(イ) 臭気濃度については、次の基準値以下とする。 

 

項 目 基準値 

排気筒出口 500 以下 

敷地境界 10 以下 
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ウ 騒音に係る基準 

敷地境界の騒音については、「火葬場の建設・維持管理マニュアル」及び関係法令に基づ

き、次の基準値以下とする。 

 

測定箇所 基準値 

作業室 
１炉稼動時 70db 以下 

全炉稼動時 80db 以下 

告別室 全炉稼動時 60db 以下 

敷地境界（全炉稼動時） 50db 以下 

 

エ 排出灰に係る基準（残骨灰・飛灰） 

排出灰については、次の基準値以下とする。 

規制物質 基準値 

ダイオキシン類濃度 3ng-TEQ／g 

 

オ 留意事項 

特に指定していないものについては、関係法令等により確認すること。排ガス及び悪臭に

関し、基準として明記されていない種類の物質に対しても、周辺環境に悪影響を与えること

のないよう配慮すること。 

 

 各種申請等業務 

(1) 本事業を実施するに当たり、本要求水準書及び事業契約書で示す法令及びその他関係法令で

必要な申請がある場合は、事業実施に支障のないよう、各種申請等を適切に実施すること。 

(2) 市が本事業を実施するうえで必要な申請を行う際、事業者は必要な協力を行うこと。 

 

 稼働準備業務 
施設（合葬式埋蔵施設を含む。）が供用開始日からただちに支障なく稼働するよう、各設備・

機器類の試運転のほか職員の研修等を含めた稼働準備業務を行うこと。なお、火葬場の稼働準備

に必要となる資材及び消耗品等の調達については、事業者の負担とする。 

 

 その他施設整備上必要な業務 
本事業を実施するに当たり、本要求水準書及び事業契約書で示す内容を満たすうえで、その他

に施設整備上必要な業務がある場合は、本事業実施に支障のないよう、適切に実施すること。 
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第4 維持管理業務要求水準 

 事業者の業務範囲 

(1) 建築物保守管理業務 

(2) 建築付帯設備保守管理業務 

(3) 火葬炉保守管理業務 

(4) 植栽・外構等維持管理業務 

(5) 清掃業務 

(6) 環境衛生管理業務 

(7) 備品等管理業務 

(8) 警備業務 

(9) 残骨灰、集じん灰等の管理及び処理業務 

(10) 合葬式埋蔵施設（合同墓）保守管理業務 

(11) 事業終了時の引継ぎ業務 

 

 用語の定義 

用 語 定 義 

完成図書 本施設の竣工時の完成図書をいう。 

保全 建築物（設備を含む。）及び諸施設、外構、植栽等本施設の全体又は

部分の機能及び性能を使用目的に適合するようにすることをいう。 

運転 設備機器等を稼働させることをいう。 

監視 設備機器等の状況を監視すること及び制御することをいう。 

点検 建築物等の機能状態や減耗の程度等をあらかじめ定めた手順により

調べること。 

保守 建築物等の初期の性能及び機能を維持する目的で、周期的又は継続的

に行う注油、小部品の取替え等の軽微な作業をいう。 

補修 部分的に劣化した部位・部材等の性能、機能を実用上支障のない状態

にまで回復させることをいう。 

修繕 建築物等（火葬炉設備を含む。）の劣化した部位・部材又は機器の性

能・機能を原状（初期の水準）又は実用上支障のない状態まで回復さ

せることをいう。ただし、保守の範囲に含まれる定期的な小部品の取

替え等は除く。 

更新 建築物等の劣化した部位・部材や機器等を新しいものに取り替えるこ

とをいう。 

大規模修繕 （建築）：建物の一側面、連続する一面全体又は全面に対して行う修

繕をいう。 

（設備）：機器、配線の全面的な更新を行う修繕をいう。 

※「建築物修繕措置判定手法（（旧）建設大臣官房官庁営繕部監修）」

（平成５年版）の記述に準じ、火葬場の外壁、屋上防水、空調設備、

配管の全面的な更新のことをいう。 

（火葬炉設備）：本体の入替えを行うことをいう。 

※燃焼設備・通風設備・排ガス冷却設備・排ガス処理設備・付帯設備

等の全ての設備の一式の更新を大規模修繕とする。 
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 基本要件 
本要求水準書、事業契約書及び事業者提案に基づき、公共サービスの提供その他の各種業務が、

安全かつ快適に行われるよう施設の維持管理を行い、適切な状態を保持する。 

 

(1) 維持管理業務における基本的な考え方 

ア 大規模修繕が発生しないよう予防保全を行うことを基本とする。なお、事業者の責におい

て事業期間内に大規模修繕が必要な事象が発生した場合については事業者の負担とする。 

イ 施設（外構・付帯施設を含む。）が有する所定の性能を保つ。 

ウ 創意工夫やノウハウを活用し、合理的かつ効率的に業務実施に努める。 

エ 施設の環境を安全、快適かつ衛生的に保ち、職員や利用者等の健康を確保するよう努める。 

オ 経年劣化等による危険・障害の未然防止に努める。 

カ 環境負荷を低減し、省資源・省エネルギーに努めるとともに、環境汚染等の発生防止に努

める。 

キ ライフサイクルコストの削減に努める。 

 

(2) 仕様 

ア 市が要求する維持管理業務のサービス水準を示す参考資料として、最新版の建築保全業務

共通仕様書（以下「建築保全業務共通仕様書」という。）の各章の中で、自らが提案する維

持管理業務に対応する部分を参照すること。ただし、建築保全業務共通仕様書に示された

仕様によるものとし、同水準のサービスを第一の達成目標として作業仕様を策定するほか、

方法や回数等の個々の仕様については、事業者の提案とする。 

イ 建築部材の標準的な耐用年数を踏まえ、本事業の事業期間内における建築物及び建築付帯

設備等の大規模修繕は想定していない。事業者は、本施設の良好な状態を維持するため、

事業期間中に予想される修繕・更新ニーズをあらかじめ把握し、事業終了後の施設状況を

想定したうえで、維持管理・運営業務期間全体の「長期修繕計画書」を作成し、効果的・

効率的に修繕・更新を実施すること。 

ウ 事業者は、定期的に建築物及び建築付帯設備の診断を実施し、施設の機能維持に努めると

ともに、自ら実施する業務について定期的にセルフモニタリングを実施し、業務水準の維

持・改善を図ること。 

エ 業務に必要な用具、資材及び消耗品類は、全て事業者の負担とすること。 

オ 環境や品質に配慮した運営ができる仕組みを規格化した、環境ＩＳＯ、品質ＩＳＯに配慮

すること。 

 

(3) 施設及び設備・備品等の不具合及び故障への対応 

ア 点検（法定点検を含む。）及び保守等の実施は、「年度維持管理計画書」に従って実施する

とともに、記録を行うこと。 

イ 点検等により建築物や各種設備・備品等の修繕、更新等が必要と判断された場合には、適

切に対応すること。また、緊急時においては速やかに修繕等を実施し、支障のない状態に

回復すること。 

ウ 事業者が建築物及び各種設備･備品、外構等の不具合及び故障等を発見した場合、又は第

三者からこれらの不具合及び故障等に関する指摘を受けた場合は、速やかに応急処置を行

うとともに、市に電話報告し、維持管理業務日誌及び報告書等に記録すること。なお、軽

微なものについては、市への電話報告は不要とする。 
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エ 事業者は、建築物や各種設備・備品、外構等の補修・不具合・修繕等を管理することがで

きるよう維持管理業務日誌・報告書に記録するとともに、当該事項のみを市の求めに応じ

て速やかに抽出・提出できるようにすること。 

 

(4) 修繕・更新について 

ア 修繕・更新業務は、基本的に「長期修繕計画」に基づいて実施するものとし、計画外に修

繕・更新の必要が生じた場合についても、速やかに対応すること。 

イ 事業期間中、通常の使い方をして、劣化、故障又は破損したもの（施設・設備機器を含む。）

に必要な修繕、更新等の方法は事業者の提案によるものとし、これに係る費用は事業者の

負担とする。 

ウ 修繕、更新等に当たって使用する材料は、ホルムアルデヒドをはじめとする揮発性有機化

合物の化学物質の削減に努めること。 

エ 修繕・更新を行った場合、その箇所について市に報告を行い、必要に応じて市の立会いに

よる確認を受けること。 

オ 修繕・更新を行った内容を履歴として維持管理業務日誌・報告書に記録するとともに、完

成図・財産及び備品台帳等に反映すること。また、常に最新の設備等の状態がわかるよう

に管理し、市の求めに応じて速やかに完成図面等の書面を提出すること。 

 

(5) 実施体制 

事業者は総括責任者、維持管理業務及び運営業務の各業務の管理等を行う業務責任者及び

その他の維持管理・運営業務に従事する業務従事者をそれぞれ選任し業務実施体制を整える。 

また、業務従事者の氏名、有する資格等を記載した従事職員名簿を作成し、供用開始予定

日の１か月前までに発注者に提出するものとする。なお、各責任者等を変更した場合も従事

職員名簿を変更し、市の承諾を受けるものとする。 

 

ア 総括責任者 

(ア) 事業者は、本事業の維持管理・運営業務全般を総合的に把握し、市等との調整を行う

「総括責任者」を定めること。なお、「総括責任者」は、本要求水準書「第５の２(２)

実施体制」に示す「運営業務責任者」と兼務することができる。 

(イ) 「総括責任者」は、ＳＰＣ若しくは主たる運営企業の正社員とすること。 

(ウ) 「総括責任者」は、本施設へ常駐するものとし、不在の場合は代理者を選定すること。 

(エ) 「総括責任者」は、本事業の目的・趣旨・内容を踏まえ、必要な知識及び技能を有す

る者とすること。 

(オ) 「総括責任者」は、業務期間中に苦情や不具合等が発生した場合は、市との連絡を密

に行い、事態の収束に努めること。 

 

イ 維持管理業務責任者及び業務従事者 

(ア) 事業者は、維持管理業務全般の指示及び管理を行う「維持管理業務責任者」のほか、

維持管理業務の各業務を行う「業務従事者」を定めること。 

(イ) 「維持管理業務責任者」及び「業務従事者」は、その内容に応じ、必要な知識及び技

能を有する者とし、また、法令等により業務を行う者の資格が定められている場合は、

当該資格を有する者が業務を行うこと。 
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(ウ) 事業者は、維持管理業務の一部を構成員又は協力企業以外の第三者に委託する場合は、

あらかじめ市の承諾を受けること。 

(エ) 業務の実施に当たっては、地元の人材等の活用に配慮すること。 

 

(6) 維持管理計画及び報告 

ア 提出書類（各様式は、事前に市と協議の上、作成すること） 

(ア) 次に示す各種計画書・報告書・台帳等を作成し、各期日までに市に提出すること。 

内容 提出 備考 

①従事職員名簿 
供用開始予定日の

１か月前まで 
・運営業務分とまとめて提出 

②長期維持管理計画書 
供用開始の 

２か月前まで 

③長期修繕計画書 
供用開始の 

２か月前まで 

④財産台帳（備品を除く） 供用開始前 
・修繕等にあわせて適宜更新 
・市の求めに応じて適宜提出 

⑤備品台帳 供用開始前 
・修繕等にあわせて適宜更新 
・市の求めに応じて適宜提出 

⑥年度維持管理計画書 毎年度３月末まで 
・第１回目は引渡日の２か月前

に提出 

⑦維持管理業務報告書（年度） 
毎翌年度の 
４月末まで 

・事業期間中保管 

⑧維持管理業務報告書（四半期）
当該四半期の 
翌月末まで 

・四半期のとりまとめ 
・セルフモニタリング結果報告 

⑨維持管理業務報告書（月報） 翌月の５日まで 

・次項（イ）の実施、点検・整備
結果、事故等の概要を報告 

・セルフモニタリング結果報告 
・事業期間中保管 

⑩維持管理業務日誌（日報） 
市の求めに 
応じて提出 

・事業期間中保管 
・次項（イ）の実施、点検・整備

結果、事故等を記録 

 

(イ) 建築物・各種設備・外構等の運転・点検整備等の記録として、次のものを作成し提出

すること。 

記録 提出 内容 

①運転日誌 

市の求めに
応じて提出 

各種設備の運転日誌 
火葬炉設備については、燃焼監視記録、火葬炉設備
に係る備品・消耗品の管理記録、性別、年齢別火葬
件数等を含む。 

②日常点検記録 
建築物・各種設備（予約システムを含む。）・外構等
の点検表（法定点検を含む。） 
火葬炉設備については、燃料供給設備、動力設備、
燃焼設備、駆動設備、炉体、排ガス処理設備、電気
計装設備、運転支援システム、付帯設備を含む。 ③定期点検記録 

④整備記録 定期点検整備記録、故障・補修記録 

⑤事故等報告書 
事故発生後
速やかに 

事故等の記録 

 

(ウ) 維持管理業務報告書（年度・月報）・日誌（日報）及び運転日誌、点検記録（日常、定

期）、整備記録及び事故等報告書は、事業期間中保管すること。 
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イ 長期修繕計画書 

(ア) 事業者は、維持管理業務の開始に先立ち、事業期間中の「長期修繕計画書」を作成し、

供用開始の２か月前までに市に提出し、確認を受けること。具体的な修繕方法につい

ては、事業者が提案し、市が承諾するものとする。 

(イ) 「長期修繕計画書」は、事業期間のみならず、事業期間終了後に発生することが想定

される修繕・更新等も含めて、ライフサイクルコストの低減が可能となるよう、予防

保全の考え方を基本とする。 

(ウ) 各保守管理業務における修繕・更新業務は、基本的に「長期修繕計画」に基づいて計

画するものとし、差異が発生する場合は市と協議を行い、市の確認を得ること。なお、

計画外に修繕・更新の必要が生じた場合についても、速やかに対応すること。 

(エ) 「長期修繕計画書」は、対象物の耐用年数、消耗度等に照らし、各部分の修繕時期、

概算経費を示すものとする。 

(オ) 「長期修繕計画書」による修繕・更新の結果、建築物、建築付帯設備、火葬炉設備等

を継続して使用可能な状態として事業を完了するとともに、少なくとも事業終了後２

年以内は、建築物、建築付帯設備、火葬炉設備等の修繕又は更新が必要とならない状

態を確保するものとする。 

(カ) 事業者は、「長期修繕計画書」について、施設の劣化状況等を踏まえ、供用開始後５年

ごとに内容を更新し、市の承認を得ること。 

 

ウ 「財産台帳」及び「備品台帳」 

(ア) 事業者は、建築物や各種設備・備品、外構等の補修・不具合・修繕等を管理すること

ができるよう維持管理業務日誌・報告書に記録するとともに、当該事項のみを市の求

めに応じて速やかに抽出・提出できるようにすること。 

(イ) 本施設の備品・その他財産については、「財産台帳」及び「備品台帳」による管理を行

うこと。 

(ウ) 「財産台帳」及び「備品台帳」は、事業期間にわたる全てのデータが容易に確認でき

るよう電子データとすること。 

(エ) 補修・修繕・更新等において完成図等に変更が生じた場合は、随時事業者において変

更箇所を反映し、以下の書類を作成すること。修正した図面等は、市の要請に応じて

速やかに提出できるよう事業者にて保管すること。 

a 竣工図への変更箇所の図示 

b 工事内容 

c 変更前、変更後の写真 

 

(7) モニタリングの実施 

ア 事業者は、自らが行う維持管理業務のサービス水準を維持・改善するようセルフモニタリ

ングを実施すること。なお、モニタリングの内容は、事前に市と協議を行うこと。 

イ アンケート等により、利用者の意見や要望を聞き取り、業務改善・継続的なサービスの向

上を図ること。 

ウ 事業者は、毎月の維持管理業務報告書において、モニタリング結果を市に報告すること。 

エ 市は、事業者の維持管理業務サービス水準を確認するため、維持管理業務報告書の確認の

ほか、随時立入検査等により確認を行うものとするが、確認の結果、維持管理業務サービ

ス水準を満たしていないと判断したときは、事業者は速やかに改善措置を行うこと。 
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(8) 保険 

維持管理・運営期間中、事業者は自らの負担により保険に加入すること。詳細は事業契約

書を参照すること。 

 

(9) 事業期間終了時の対応 

ア 事業者は、事業期間終了時において、施設の全てが本要求水準書で示した性能及び機能が

発揮でき、著しい損傷がない状態で市へ引き継げるよう維持管理を行うこととし、少なく

とも事業期間終了後２年以内は、建物（建築物、建築付帯設備）及び火葬炉設備等の修繕・

更新が必要とならない状態を基準に、事業期間終了の概ね３年前より、明渡し時の状態に

ついて市と協議を行うこと。ただし、性能及び機能を満足する限りにおいて、経年におけ

る劣化は許容する。 

イ 事業者は、予防保全を踏まえた事業期間終了までの本事業における維持管理実績を踏まえ、

想定される修繕・更新について、ライフサイクルコストの縮減が可能となるよう計画的な

方法について、市の求めに応じて助言を行うこと。 

ウ 維持管理業務の期間中に発生する各種の修繕（建築物の大規模修繕を除く。）は、市の帰

責事由、不可抗力を除き、全て事業者の業務範囲とする。 

 

 建築物保守管理業務 

(1) 施設の建築物等（外構を含む。）の性能及び機能を維持し、本施設における公共サービスの

提供その他の各種業務が、安全かつ快適に行われるよう施設の各部の点検、保守、補修・修

繕、更新等を実施すること。 

(2) 概ね次の各項目について点検を実施すること。その他の点検項目・内容、年間の点検回数等

は事業者の提案に委ねるものとする。 

 
項目 要求水準 

①屋根 

・漏水がないこと。 
・ルーフドレン、樋等が詰まっていないこと。 
・金属部分が錆び、腐食していないこと。 
・仕上げ材の割れ、浮きがないこと。 

②外壁 
・漏水がないこと。 
・仕上げ材の浮き、剥落、ひび割れ、チョーキング、エフロレ

ッセンスの流出がないこと。 

③建具 
（内部、外部） 

・可動部がスムーズに動くこと。 
・定められた水密性、気密性及び耐風圧性が保たれること。 
・ガラスが破損、ひび割れしていないこと。 
・自動扉及びシャッターが正常に作動すること。 
・開閉・施錠装置が正常に作動すること。 
・金属部分が錆び、腐食していないこと。 
・変形、損傷がないこと。 

④天井、内装 

・ボード類のたわみ、割れ、外れがないこと。 
・仕上げ材の剥がれ、破れ、ひび割れがないこと。 
・塗装面のひび割れ、浮き、チョーキングがないこと。 
・気密性を要する部屋において、性能が保たれていること。 
・漏水、カビの発生がないこと。 

⑤床 
・ひび割れ、浮き、又は摩耗及び剥がれ等がないこと。 
・歩行及び火葬業務に支障のないこと。 

⑥階段 
・ひび割れ、浮き、又は摩耗及び剥がれ等がないこと。 
・歩行及び火葬業務に支障のないこと。 

⑦手すり等 ・ぐらつき、ささくれ、腐食、変形等がないこと。 

⑧駐車場、構内道路等 
・路面に凹凸、水たまりが発生しないこと。 
・マーキングの剥がれ、ひび割れがないこと。 



54 

項目 要求水準 
・門扉や門柱に錆や腐食、損傷がないこと。 
・門扉がスムーズに動くこと。 
・植栽が景観上、適正に整備されていること。 
・フェンスに錆や腐食、損傷がないこと。 

⑨側溝 
・蓋及び本体にひび割れ、欠け等がないこと。 
・落ち葉等で詰まっていないこと。 
・たまりが発生していないこと。 

⑩案内板 
・金属部分が錆び、腐食していないこと。 
・変形、損傷がないこと。 
・表示が褪せていないこと。 

⑪照明 
・球切れや破損がないこと。 
・支柱にぐらつきがないこと。 

⑫監視カメラ 
・正常に撮影・記録されていること。 
・機器が適正に設置されていること。 

⑬周辺法面 
・景観上、適正に整備されていること。 
・ひび割れや土砂の崩れが発生していないこと。 

(3) 建築物等の補修・不具合・修繕等については、維持管理業務日誌・報告書に記録すること。

また、修繕等において完成図等に変更が生じた場合は、変更箇所を反映させておくこと。 

 

 建築付帯設備保守管理業務 

(1) 建築付帯設備の運転・監視については、利用状況、利用時間、気象の変化、利用者の快適さ

等を考慮した運転管理計画を策定し、それに従って各種設備を適正な操作によって効率よく

運転・監視すること。 

(2) 施設の性能及び機能を維持し、公共サービスの提供その他の各種業務が、安全かつ快適に行

われるよう本施設に設置される本要求水準書「第２の７ 建築付帯設備要件」に示す電気設

備、機械設備、燃料保管設備、及び本事業の建設工事に含まれる備品等について、適切な設

備維持管理のもとに運転・監視、点検、補修、保守、修繕、更新等を実施すること。 

(3) 保守点検項目・内容や点検回数等は、事業者の提案に委ねるものとするが、必ず市と事前に

協議を行うこと。また、法令等により規定されている場合は、それに遵守すること。 

(4) 官公署への届出は必要に応じて確実に行うこと。 

(5) 建築付帯設備等の補修・不具合・修繕等については維持管理業務日誌・報告書に記録するこ

と。また、修繕等において完成図等に変更が生じた場合は、変更箇所を反映させておくこと。 

 

 火葬炉保守管理業務 

(1) 業務の実施 

ア 火葬業務が安全かつ快適に行われるよう本施設に設置される火葬炉設備の性能及び機能

を維持するために、維持管理計画のもとに運転・監視、点検、補修、保守、修繕、更新等

を実施すること。 

イ 修繕等が必要な場合は、事業者の負担において、迅速に調査、診断、修繕等を実施すること。 

ウ 公害防止に係る基準の遵守及び性能試験については、本要求水準書「第３の７環境保全対

策業務」により実施すること。 

エ 特に、排ガス処理設備については、バグフィルターが正常に機能するよう適切に管理する

こと。 

(2) 管理記録の作成及び保管 

ア 設備の運転・点検整備等の記録として、本要求水準書「第４の３ 基本要件（６）維持管理

計画及び報告」の提出書類に示す書類を提出すること。 
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イ 運転日誌及び点検記録（日常、定期）、整備記録及び事故等報告書は、事業期間中保管す

ること。 

(3) 異常発見時の報告 

事業者は、運転監視及び点検等により、異常が発見された場合には、速やかに市に報告す

るとともに必要な対応策を講じること。 

 

 植栽・外構等維持管理業務 

(1) 植栽や外構等、建物以外の施設について、機能・安全・美観上適切な状態に保つとともに、

事業区域内で遺族や会葬者が視認可能な範囲に存する緑樹を保護・育成・処理して、豊かで

美しい環境を維持すること。また、事業区域外において、火葬場の運営上、支障のある又は、

支障の恐れがある事象を発見した場合は、速やかに市に報告すること。 

(2) 植栽・外構等の維持管理に関する点検項目・内容や点検回数等は事業者の提案に委ねるもの

とするが、必ず市と事前に協議を行うこと。 

(3) 植物の形状、生育状況及び植物の病害虫等に対する点検、並びに剪定、施肥及び病害虫防除

のための消毒等の手入れは、年度維持管理計画書に従い、適切に実施すること。 

(4) 敷地の周囲に整備された柵等は、適切な状態に維持すること。 

(5) 業務に使用する用具及び資材等は常に整理整頓に努め、特に薬品等は適正な管理を行うこと。 

(6) 植栽・外構等の補修・不具合・修繕・維持作業等については維持管理業務日誌・報告書に記

録すること。また、修繕等において完成図や、財産・備品台帳等に変更が生じた場合は、変

更箇所を反映させておくこと。 

(7) 凍結及び積雪時における進入路（国道 490 号から新火葬場までの道路）の隔雪及び除雪作業

は原則として事業者が実施する。 

(8) 資料２「事業区域図」に示す火葬場敷地外の事業区域について、除草、剪定、清掃、日常点

検を事業者にて適切に実施すること。 

 

 清掃業務 

(1) 建物をはじめ、事業区域内を美しく衛生的に保ち、本施設における公共サービスの提供その

他各種業務が、快適な環境のもとで円滑に行われるよう清掃業務を実施すること。 

(2) 清掃項目・内容や清掃回数等は、事業者の提案に委ねるものとするが、必ず市と事前に協議

を行うこと。 

(3) 日常清掃、定期清掃及び特別清掃を適切に組み合わせた作業計画を策定し、清掃箇所に応じ

た適切な頻度・方法で清掃を実施すること。 

(4) 清掃業務の実施については、利用者の妨げとならないよう行うこと。特に、火葬業務中は作

業を控えることとし、やむを得ず行う場合は、服装や身だしなみに十分配慮したうえで、最

小限の作業に止める等、遺族や会葬者へ配慮すること。 

(5) 業務終了後は、各室の施錠確認、消灯及び火気の始末に努めること。 

(6) 業務に使用する資材・消耗品は、全て品質保証のあるもの（ＪＩＳ規格等）を用いること。 

(7) 清掃業務によって発生した廃棄物は、事業者において適正な処理を行うこと。 

 

 環境衛生管理業務 

(1) ゴキブリ、ダニ、その他害虫の駆除、空気環境の測定、受水槽の清掃と水質管理、排水設備

の清掃と補修を実施すること。 
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(2) 施設の消臭作業を実施すること。 

(3) 害虫駆除に関しては、総合的有害生物管理(ＩＰＭ)に基づき、生息調査を行い、その結果に

より害虫発生を防止するため必要な措置を講じること。 

(4) 生息調査、駆除作業は専門技術者の指導のもとに行うこと。 

(5) 業務に必要な薬品等は適正な管理を行うこと。 

(6) 点検項目・内容、点検回数等は事業者の提案に委ねるものとするが、必ず市と事前に協議を

行うこと。 

 

 備品等管理業務 

(1) 施設で使用される備品について、備品の補充及び管理を確実に行うこと。なお、事業者が持

ち込んだ事業者用備品等については、事業者により適宜管理するものとし、本業務の対象外

とする。 

(2) 備品等の経年による劣化や汚れ等が著しい場合には、速やかに修繕又は交換を行うこと。 

(3) 市が劣化や汚れ等が著しいと判断し、改善を求める備品等についても、速やかに修繕又は交

換を行うこと。 

(4) 交換した備品については、所定の手続きを行い、備品標示票による標示を行うこと。 

(5) その他、必要な品目や予備品の数量については、事業者の提案に委ねるものとする。 

(6) 各種備品等について、年１回「備品台帳」（品名、規格、金額（単価）、数量等）及び「財産

台帳」を更新し、市に提出すること。 

(7) 自動体外式除細動器（ＡＥＤ）については、点検者を定め毎日点検し、必要な措置を行うこ

と。また、パットとバッテリーについては定期的に交換するとともに、自動体外式除細動器

を使用したときは、パットを交換すること。 

(8) 事業期間終了後１年以内において、備品等の修繕・更新が必要とならない状態を基準に、明

渡し時の状態について事前に市と協議を行うこと。 

(9) 事業者用備品等については、事業者にて引き取りを行うこと。 

 

 警備業務 

(1) 建物をはじめ、事業区域内において、風水害、落雷、火災、盗難、破壊等のあらゆる事故の

発生を警戒・防止することにより、財産の保全と人身の安全を図るため、警備・監視を実施

すること。 

(2) 施設の利用時間外は、建物内外の主な出入口及び扉の施錠を行うとともに、本施設の鍵の保

管及びその記録を行うこと。なお、本施設のグランドマスターキー２本は市で管理する。 

(3) 日中は人的警備、夜間は機械警備を基本とし、必要に応じて両者を組み合わせて実施するこ

と。施設及び利用者の安全等に十分配慮した警備計画を策定すること。 

(4) 人的警備については、施設の利用時間・用途・規模等を勘案して適切な巡回警備計画を立て、

定期的に施設内を巡回して不審者・不審物及び施設内の異常の発見等に努めること。 

(5) 機械警備については、機械監視装置により不審者の侵入や施設の異常を監視し、異常等の発

生に際して速やかに現場に急行し、現状の確認、関係機関への通報連絡等を行える体制を整

えること。 

 

 残骨灰、集じん灰等の管理及び処理業務 

(1) 人体の残骨灰については、「墓埋法」の趣旨に則り適切に管理、処理すること。 
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(2) 残骨灰及び集じん灰等の搬出、最終処分は事業者の責任によって適切に実施すること。 

ただし、残骨灰の処分方法及び処分先については、事前に市と協議を行うこと。 

(3) 集じん灰を搬出する場合は、ダイオキシン類濃度を定期的（夏季・冬季／年）に検査を行う

こと。 

 

 合葬式埋蔵施設（合同墓）保守管理業務 

(1) 事業者は、市が整備する合葬式埋蔵施設（合同墓）について、以下の保守管理業務を行う。 

ア 敷地内の清掃（ゴミ及び落ち葉等の除去） 

イ 敷地内の排水構造物の清掃（側溝の土砂上げ等） 

ウ 参拝所の清掃、線香・献花・お供え物等の撤去 

エ 隣接地の草刈り（合同墓敷地境界から２ｍ程度） 

オ 建物内外の清掃（床や壁、窓等の建物施設及び棚、換気扇、照明灯の設備類） 

カ 建物内外設備の消耗品の交換（市が材料提供する照明器具、換気扇等のフィルターの交換等） 

キ 上記ア～カの頻度は必要時とする 

ク 建物・敷地内における異常箇所について市への報告 

 

 事業終了時の引継ぎ業務 

(1) 基本要件 

事業者は、事業期間終了時において、施設の全てが要求水準書で示した性能及び機能が発

揮でき、著しい損傷がない状態で市へ引き継げるよう維持管理を行うこととし、事業期間終

了時の建物（建築物、建築付帯設備）及び火葬炉設備については、少なくとも２年以内は修

繕又は更新を要しないと判断できる状態を基準に、事業期間終了前の概ね３年前より、引渡

し時の状態について市と協議を行うこと。ただし、性能及び機能を満足する限りにおいて、

経年における劣化は許容する。 

 

(2) 市による確認事項 

市は、事業期間終了前までに以下の点を検査する予定である。事業者は、市の検査により

不適合と認められた場合は、事業期間終了までに速やかに修繕等を実施すること。 

 

部位 確認内容 

本施設の建築物本体 

(a)構造上有害な鉄骨の錆・傷等 

(b)接合部のボルトのゆるみ等 

(c)鉄筋コンクリート部分の構造上有害なクラック等 

(d)屋根、外壁等からの雨水等の侵入状況 

その他 

(a)配管の腐食、錆こぶ等の状況、継ぎ手の損傷等 

(b)配管の水圧、気密等 

(c)その他建築付帯設備・備品等が要求水準を満たしているか。 

 

(3) 引継ぎに関する協議及び支援 

ア 市は、事業期間終了後に後任の管理者が維持管理・運営業務を円滑かつ支障なく遂行でき

るよう、本施設の引渡しに必要な事項について、事業期間終了の約３年前から事業者と協

議を開始する。 
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【引継協議に係る提出書類】 

提出書類 記載内容 

①建物等診断報告書 
建築物（設備等を含む。）及び諸施設、外構、植栽等本施設の全体

について、各部位・部材の消耗具合を具体的に記載すること。 

②修繕記録報告書 
事業期間中に行った修繕・更新内容について一覧にするとともに、

完成図に図示すること。 

③その他報告書 
事業期間中に行った「修繕記録報告書」以外の補修等について、一

覧にするとともに、状況及び消耗具合等を具体的に記載すること。 

④財産台帳 

事業期間中に事業者が記録した「財産台帳」を整理すること。 

なお、事業期間中に行った更新内容について一覧にするとともに、

消耗具合を具体的に記載すること。 

⑤備品台帳 

事業期間中に事業者が記録した「備品台帳」を整理すること。 

なお、事業期間中に行った更新内容について一覧にするとともに、

消耗具合を具体的に記載すること。 

⑥次期修繕提案書 
事業終了後に必要と考える大規模修繕について、対象物の耐用年

数、消耗度等に照らし、各部分の修繕時期、概算経費を示すこと。 

 

イ 「次期修繕提案書」は、市が効率的・効果的に、大規模修繕を含む適切な修繕・更新等に

取り組むことができるよう、以下の内容を含むものとする。 

(ア) 建築物等の耐用年数、消耗度等に照らし、各部分の修繕時期、概算経費を示すもので

あること。 

(イ) 修繕・更新が必要な場所の修繕履歴を示すとともに、消耗具合を具体的に示すもので

あること。 

(ウ) 特殊機材（製造中止による入手困難等）を使用している場合、その内容を示すととも

に、代替できる機材があれば表示すること。 

(エ) その他、事業期間終了時点で発生している不具合について報告書にまとめること。 

ウ 事業期間終了１年前に、時点修正を行った「次期修繕提案書」を改めて市に提出すること。 

エ 事業者は、事業期間終了の６か月前から維持管理業務に関して必要な事項を説明するとと

もに、財産台帳、備品台帳、操作要領、申し送り事項その他の資料を提供すること。また、

事業者は、運営・維持管理業務の承継に必要な「引継マニュアル」を事業期間終了の６か

月前までに作成し、市に提出すること。 

オ 事業期間終了後 1 年間について、維持管理企業が連絡窓口となり、引き継ぎ先からの問い

合わせ等のサポート業務を実施すること。 
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第5 運営業務要求水準 

 事業者の業務範囲 

(1) 予約受付業務 

(2) 利用者受付業務 

(3) 告別業務 

(4) 収骨業務 

(5) 火葬炉運転業務 

(6) 待合個室関連業務 

(7) 合葬式埋蔵施設（合同墓）運営業務 

(8) その他運営上必要な業務 

 

 基本要件 

本要求水準書、事業契約書及び事業者提案に基づき、経済的、効率的かつ効果的に施設を円

滑に運営し、公共サービスの提供を行う。 

(1) 全体要件 

ア 施設の厳粛性を確保し、安全性、利便性及び快適性を向上させ、利用者の立場に立った良

質なサービスを提供すること。 

イ 利用者の心情に配慮し、適切な接遇を行えるよう、職員教育を実施すること。 

ウ 運営業務担当者は、勤務時間中は職務にふさわしい服装、態度、言動等細心の注意を払い

厳粛に業務に取り組むこと。 

エ 施設の運営に当たっては、「墓埋法」に基づく管理者及び関係法令等に則して、適切な人

員を配置すること。 

オ 業務の実施に必要な電気、水道及び燃料（ガス、灯油等）、通信費は、計画的に節約するこ

と。 

カ 業務の各段階で故人の氏名確認を徹底し、炉の施錠・開錠を遺族とともに行うこと等で焼

骨の取り違えが発生しないよう充分留意すること。他の方法による焼骨の取り違え防止策

については事業者の提案に委ねるものとする。 

 

(2) 実施体制 

事業者は総括責任者、維持管理業務及び運営業務の各業務の管理等を行う業務責任者及び

その他の維持管理・運営業務に従事する業務従事者をそれぞれ選任し業務実施体制を整える。 

また、業務従事者の氏名、有する資格等を記載した従事職員名簿を作成し、供用開始予定

日の１か月前までに発注者に提出するものとする。なお、各責任者等を変更した場合も従事

職員名簿を変更し、市の承諾を受けるものとする。 

ア 総括責任者 

(ア) 事業者は、本要求水準書「第４の３（５）アに示す総括責任者」を定める。なお、「総

括責任者」は、下記の「運営業務責任者」と兼務することができる。 

イ 運営業務責任者及び業務従事者 

(ア) 事業者は、運営業務全般の指示及び管理を行う「運営業務責任者」のほか、運営業務

の各業務を行う「業務従事者」を定めること。 

(イ) 「運営業務責任者」及び「業務従事者」は、その内容に応じ、必要な知識及び技能を

有する者とし、また、法令等により業務を行う者の資格が定められている場合は、当
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該資格を有する者が業務を行うこと。 

(ウ) 事業者は、運営業務の一部を構成企業以外の第三者に委託する場合、あらかじめ市の

承諾を受けること。なお、予約受付業務、公金収納代行業務については原則不可とす

る。 

 

(3) 運営計画及び報告 

ア 次に示す各種計画書・報告書を作成し、各期日までに市に提出すること（各様式は事前に

市と協議の上、作成のこと）。 

イ 月報には、墓埋法に規定される火葬状況の報告を含むこと（墓埋法第７条３遵守のこと）。 

内容 提出 備考 

①従事職員名簿 
供用開始予定日の
１か月前まで 

・維持管理業務分とまとめて提出 

②長期運営計画書 
供用開始の 

２か月前まで 
 

③事業継続計画書 
供用開始の 

２か月前まで 
・内容について、市と事前に協議を行うこと 

④年度運営計画書 毎年度３月末まで ・第１回目は、引渡日の２か月前に提出 

⑤運営業務報告書（年度） 
毎翌年度の 
４月末まで 

・事業期間中保管 
・様式は、資料８を参照 

⑥運営業務報告書（四半期）
当該四半期の 
翌月末まで 

・四半期のとりまとめ 
・セルフモニタリング結果報告 
・様式は、資料８を参照 

⑦運営業務報告書（月報） 翌月の５日まで 

・火葬状況報告書 
・様式は、資料８を参照 
・トラブル等があった場合はその内容、対応 
・事業期間中保管 
・セルフモニタリング結果報告 

⑧運営業務日誌（日報） 
市の求めに 
応じて提出 

・事業期間中保管 
・様式は、資料９を参照 

 

(4) モニタリングの実施 

ア 事業者は、自らが行う運営業務のサービス水準を維持・改善するようセルフモニタリング

を実施すること。 

イ アンケート等により、利用者の意見や要望を聞き取り、業務改善・継続的なサービスの向

上を図ること。 

ウ 事業者は、毎月の運営業務報告書においてモニタリング結果を市に報告すること。 

エ 市は、事業者の業務サービス水準を確認するため、運営業務報告書の確認のほか、市が必

要と認めるとき立入検査等により確認を行う。事業者は、市が実施するモニタリングに協

力すること。 

オ 事業者は、市のモニタリングの結果、運営業務サービス水準を満たしていないと判断され

たときは、速やかに改善措置を行うこと。 

 

(5) 運営会議等 

市と事業者は月 1 回、定期で運営会議（報告会）を行い、業務報告及び意見交換を行うこ

と。追加会議は必要に応じて実施し、開催時期は市と調整すること。事業者は、総括責任者、

運営業務責任者及び維持管理業務責任者のほか、市の求めに応じて関係者を出席させること。 
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(6) 個人情報の保護及び秘密の保持 

ア 事業者は、業務を実施するに当たって知り得た利用者等の個人情報の取扱いについて、漏

えい、滅失、き損の防止等、個人情報の適正な管理のために必要な措置を関連法令に準拠

して講じること。 

イ 業務に従事する者、又は従事していた者は、個人情報を他人に漏らしたり、不当な目的に

利用してはならない。 

 

(7) 保険 

事業者は、維持管理・運営期間中、自らの負担により保険に加入すること。詳細は事業契

約書を参照すること。 

 

(8) 事業期間終了時の引継ぎ業務 

ア 事業者は、事業期間終了時、後任者が円滑かつ支障なく業務を遂行できるよう、引継ぎを

行うこと。 

イ 市は、業務の引き継ぎに必要な事項について、事業期間終了の概ね３年前から事業者と協

議を開始する。 

ウ 引継ぎについては、引継ぎ内容が不十分であることに起因した事故等を防止するため、危

険注意箇所等について十分確認を行うとともに、施設の利用予約に関する情報等、施設の

管理運営に必要な情報を遅滞なく後任者へ提供する等、引継ぎに遺漏のないよう留意する

こと。 

 

 施設の運営概要 

(1) 業務取扱時間及び休場日 

火葬場の業務取扱時間及び休場日は以下とする。なお、施設管理に伴い臨時休場日等を設

定する場合は、事前に市と調整を行うこと。 

また、将来の火葬需要によっては業務取扱時間及び休場日を変更する等、対応の検討を行

うこと。 

 

業務取扱時間 休場日 

9 時から 18 時まで※ 
宇部市火葬場条例施行規則によって定めた日 

（現状１月１日、１月３日及び８月 15 日） 

※ただし、火葬が集中した日など、上記時間内での対応が困難となる場合は、市と協議の

上、業務取扱時間の延長等を行うこと。 

 

(2) 使用料 

宇部市火葬場条例により定める。 

 

(3) 火葬件数 

火葬回数は、原則２回／炉・日とする。ただし、火葬が集中した日においては、必要に応

じて火葬回数の増加に対応すること（ピーク時 17 件／日、災害時最大 24 件／日を想定）。 

事業者は、最大火葬件数に対応できるよう、待合個室の利用も踏まえた火葬のタイムスケ

ジュールを設定するとともに、火葬件数に応じ必要な施設職員を配置し、適切に業務を実施

すること。 

また、その他、死産児、病院検体遺体、胞衣及び身体の一部等の火葬についても適切に実

施すること。 
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 予約受付業務 

(1) 事業者は、本施設の予約システムを使用し、火葬炉・待合個室・多目的スペース・霊安室の

予約管理を行うこと。 

(2) 多目的スペース及び霊安室については、本施設の窓口や電話により予約依頼を受け、事業者

が予約内容を予約システムへ入力すること。 

(3) 本施設の窓口や電話で予約依頼があった場合は、休場日を除く業務取扱時間内で対応するも

のとし、事業者が予約内容を予約システムへ入力すること。 

(4) 業務取扱時間内は、予約の問合せに適切に対応すること。 

(5) 予約の受付に際しては、公平性に配慮すること。 

(6) 火葬場の使用許可証や火葬許可証の発行業務及び公金収納代行業務については、将来的な行

政事務の見直しに伴い、本事業の範囲に追加する可能性があることに留意すること。その際

は契約変更において対応する。 

 

 利用者受付業務 

(1) 霊柩車や遺族、会葬者の車両の適切な誘導を行い、安全に十分配慮すること。 

(2) 柩運搬車を準備し、霊柩車等の出迎えを行うこと。 

(3) 霊柩車等の到着を受け、受付での手続を案内すること。 

(4) 利用者から火葬許可証や使用許可証等を受領し、内容を確認すること。 

(5) 施設利用者に、副葬品として相応しくないものを口頭で確認し、必要があれば除去すること。 

(6) 火葬終了後、火葬許可証へ押印し、利用者に返却すること。 

(7) 事業者及び関係者が、遺族や会葬者、葬祭業者等から心づけを受領することは固く禁じる。

心づけは、金銭のみでなく土産品、菓子折、中元歳暮等金品も含む。 

(8) 急病人への対応に必要な自動体外式除細動器（ＡＥＤ）等の器具を備え、常に使用できるよ

う管理すること。 

 

 告別業務 

(1) 告別に必要な物品等は支障のないよう事前に準備しておくこと。 

(2) 遺族や会葬者の心情に配慮して、柩は大切に扱うこと。特に、柩を霊柩車から柩運搬車に載

せかえる際には、慎重に対応すること。 

(3) 柩運搬車に載せかえた後、遺族や会葬者を告別室に案内し、告別の準備を行うこと。 

(4) 遺族に対し、名前の確認を行い告別の案内をすること。 

(5) 位牌の確認を行うこと。 

(6) 読経が終わったら、遺族による最後のお別れの案内をすること。 

(7) 火葬業務の進行状況に支障のないよう、遺族、会葬者及び葬祭業者の理解を得て告別が円滑

に終了するよう努めること。 

(8) 告別終了後、入炉業務に移行すること。 

(9) 遺族や会葬者が最後のお別れを行う場となるため、態度や言動等に細心の注意を払いながら、

業務を遂行すること。 

(10) 告別終了後、炉前へ柩を移動し、遺族に名前を確認した後、入炉すること。 

(11) 入炉時及び出炉時等、遺族や会葬者の安全に配慮すること。 

(12) 遺族や会葬者に収骨予定時間等の説明を行い、待合個室へ案内すること。 
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(13) 遺族や会葬者の動線が輻輳しないよう誘導すること。特に火葬が集中する時は、適切に職

員を配置すること。 

 

 収骨業務 

(1) 焼骨の取り違えが発生しないよう万全の体制をとり、炉の表示板と故人の氏名を確認する等、

細心の注意を払うこと。 

(2) 厳粛な雰囲気が求められることを考慮し、服装、態度、言動等、細心の注意を払うこと。 

(3) 火葬終了後、遺族や会葬者を収骨室へ案内し、収骨の方法を説明すること。 

(4) 収骨前に喪主等に名前を確認すること。 

(5) 出炉の方法等について、遺族や会葬者の安全に配慮すること。 

(6) 収骨後の残滓（骨壺に収めなかった残骨灰等）については、適正に処理すること。 

(7) 遺族や会葬者に配慮しつつ、収骨時間の短縮化を図ること。 

(8) 収骨終了後、遺族や会葬者に退室するよう案内をすること。 

(9) 遺族や会葬者の退室後、収骨室の清掃を行うこと。 

(10) 引取りを希望しない焼骨については、遺族に誓約書を提出していただく等、適切な方法で

取り扱うこと。 

 

 火葬炉運転業務 

(1) 遺族の心情や遺体の尊厳に配慮の上業務を行うこと。 

(2) 事業者は、火葬炉の取扱説明書や、事業者が事前に作成した火葬炉運転マニュアルに従って

火葬を行うこと。 

(3) 事業者は、適切な焼骨の状態になるまで火葬を行うこと。なお、適切な焼骨の状態とは、遺

体や副葬品の状態に合わせ、焼骨がある程度まとまった形で遺族の目に触れるようにするこ

とを示す。 

(4) 副葬品の残滓は事業者の判断で除去することなく出炉すること。 

(5) 火葬時間が予定時間を超える場合には、遺族や会葬者に丁寧に火葬状況の説明をすること。 

(6) 火葬機器類の稼働状態については、火葬従業者全員が共有して操作すること。 

(7) 所要時間は台車移動等も含め、告別 15 分、火葬・冷却 90 分、収骨 15 分であるが、火葬炉

の状態や事業者職員の配置等に配慮して適切な時間配分とすること。 

(8) 機器故障等が発生しないよう、日頃から点検保守を行うこと。万が一、火葬中に機器トラブ

ルが発生した場合にも、原因追跡を行い、安全を最優先したうえで火葬の継続・完了に最大

限の努力をしなければならない。 

(9) 火葬炉の運転については、環境保全に配慮し、排ガス中の有害物質に関して、関係法令等を

遵守したうえで、更に一層の削減に努力すること。 

(10) 炉室業務については、遺族の心情や遺体の尊厳に配慮しながら炉室作業を行うこと。 

(11) 死産児等を火葬する際は、収骨に配慮し火葬方法を工夫すること。 

(12) 日別に火葬件数及び燃料消費量を記録すること。 

(13) 運営業務報告書（月報）において、上記（12）の結果と提案した想定火葬件数及び目標の

燃料消費量等を比較して報告すること。 
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 待合個室関連業務 

(1) 利用者が快適な待ち時間を過ごすことができるように、給茶用具等の設備貸与に関する業務

を実施すること。なお、貸し出した給茶用具の返却は利用者が行い、使用後の給茶用具の洗

浄は事業者が行うことを想定している。 

(2) 待合個室では、地域の風習を考慮し、遺族や会葬者が飲食できるものとする。飲食等で発生

したごみについては、利用者が持ち帰るよう促すこととし、持ち帰られなかったごみについ

ては、事業者にて適正に処分すること。また、使用後の待合個室の清掃（机や床など）は、

事業者が行うこと。 

(3) 利用者やその他市が認めた者以外の者に対して、待合個室を提供してはならない。 

 

 合葬式埋蔵施設（合同墓）運営業務 

(1) 市が白石墓園内（宇部市大字善和字大日 203 番 291）に整備する合同墓について、施設の運

営業務を行うこと。 

(2) 合同墓は新火葬場の開業と合わせて供用開始予定であり、施設概要については、資料７「合

同墓整備に係る基本方針」を参照すること。 

(3) 上記(1)の運営業務は、以下のとおりとする。 

ア 申請者からの電話による納骨の予約受付を行う（ただし、火葬場業務取扱時間内に限る）。

また、受付は予約整理簿に必要事項を記入する。予約整理簿については、内容を市と協議

の上、事業者が作成し、必要数を用意すること。 

イ 申請者が持参した使用許可書及び使用料の納付済み証を確認したうえで、申請者から骨壺

（焼骨）を受け取る。確認の際、使用許可書の写しをとること（ただし、火葬場業務取扱

時間内に限る）。なお、骨壺（焼骨）の受け取りに当たっては、申請者の心情に配慮し、厳

粛な雰囲気を感じられる場所で行うとともに、服装、態度、言動等、細心の注意を払うこ

と。 

ウ 納骨棚に収める骨壺については、申請者若しくは事業者がラベルを貼付し、事業者が納骨

棚に安置する。ラベルについては、内容を市と協議の上、事業者が作成し、必要数を用意

すること。 

エ 合葬室に直接収める焼骨については、焼骨を市が用意した納骨袋に入れて合葬室へ埋蔵す

る。申請者が持参した骨壺については、申請者に返却する。 

オ 納骨棚に安置された焼骨については、適宜その安置期間を確認し、10 年を過ぎた段階で市

が用意した納骨袋に移し替えて合葬室へ埋蔵する。 

カ 焼骨が入っていた骨壺については、事業者において、適正に廃棄するものとする。 

キ 予約整理簿及び使用許可書の写しについては、１か月分を取りまとめて翌月の５日までに

市に提出する。 

 

 その他運営上必要な業務 

(1) 勤務管理 

ア 運営業務に適した実施体制及び人員配置とすること。また、災害時の運営体制についても

構築すること。 

イ 職員の勤務計画を策定し、業務の監督を行うこと。  

ウ サービスの質を確保するため、接遇マニュアルを作成するとともに、定期的に職員教育・

研修を実施すること。 
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(2) 庶務・広報業務 

ア 業務に関する電話等への対応、消耗品の補充等、事業者の判断において火葬場運営に必要

な庶務業務を行うこと。 

イ 施設の広報及び情報提供のために、ホームページ等を作成し施設案内広報業務を行うこと。 

ウ 事業者は、本施設の案内パンフレットを作成し、供用開始後速やかに市に 2,000 部を原稿

データとともに納品すること。パンフレットはＡ４版カラー（４頁程度）とし、内容につ

いては、市と協議を行うこと。なお、修正が必要となった場合には、適宜改訂を行うこと。 

エ 副葬品を抑制するため、遺族、会葬者及び葬祭業者への啓発を行うこと。 

事業者は市及び関係市が実施する視察対応の支援を行うこと。なお、実施に当たっては本

事業の業務に差し支えないように配慮する。 

(3) 各種資料の作成・保管及び問合せへの対応 

関係法令において、必要とされている資料を作成すること。また、施設への備え付けが求

められている図面や資料等を施設に備え付けること。 


